
保健衛生

1　公　衆　衛　生　157

2　環　境　衛　生　162

3　救急医療制度　169

4　産　　　　　　　院　171

5　市　民　病　院　172

6　環　境　保　全　176

7　大　気　保　全　179

8　線　　　保　　　全　181

9　水　　　保　　　全　183

10　ご　み　処　理　186

11　し　尿　処　理　191

12　環境抱合研究所　193

富





1　公　衆　衛　生

(1)概　　　況

近年、自然環境や社会の変化により、かつて克服されるかと思われた感染症は、新興、再興感染症として新

たな脅威となっている。一方でがんなどの生活習慣病やさまざまな「心の病」といった慢性疾患が増大してい

る。また、これからのますます進展する少子・高齢化にどのように対応していくのか大きな課題となっている。

これらの諸問題に対して、 「健康」と「生活の質(QOL、 Qu去Iity of Life)」の視点から捉え直す必要がある.

本市では、従来から保健所が疾病の予防をはじめ健康の増進、食品衛生、環境衛生等に関する公衆衛生活動

の最先端機関として、市民の生活と健康にきわめて重要な役割を果たしてきたが、各種疾病に対する予防衛生

の重要性が注目されるようになる中で、地域住民の多様化、高度化しつつある対人保健サービスの需要に更に

きめ細かく対応していくための拠点として、熊本・西南保健所に加えて、昭和54年に東部保健センター、昭和

57年には北部保健センター、さらに平成元年には南部保健センターを開設し、保健所業務のうち、食品、環境

衛生、医療監視等の行政的な事務を除いた対人保健サービス業務を保健所と同様な親横で実施してきた。

一方、保健所法による地方の公衆衛生行政の枠範みが作られた戦後から的半世紀を経て、その間に急激な人

口の高齢化と出生率の低下、疾病構造の変化、住民のニーズの多様化や生活環境問題に対する住民意識の高ま

りなど地域保健を取り巻く状況、背景は大きく変化した。このような変化に的確に対応していくために、保健

サービスの受け手である生活者の視点を重視した新たな地域保健対策の体系の再構築が必要となり、保健所法

を全面的に改正した地域保健法が平成6年に制定され、平成9年4月から全面施行された。

地域保健法による新しい地域保健対策では、専門的・技術的拠点としての保健所の機能強化とともに、住民

に身近で頻度の高い保健サービスを一元的に捉供する体制の整備が求められており、本市においても今後、保

健所と保健センターの機能の見直しを早急に進めていく必要がある。

その中で、平成9年5月、高齢者の健康管理や在宅介護等の保健、医療、福祉を通じた総合的な問題やニー

ズに対応するため、保健所及び保健センターに「高齢者保健福祉相談コーナー」を開設し、地域における保健

福祉対策の新たな取り魁みを始めたところである。

施　　　設　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(平10. 5. 1窺在)

名称

区分
熊 本 保 健 所 西 保 健 所 東部保健センター 北布保健センター 南部保健センター

所 在 地 九品寺1丁目13番16号 新町2丁目4番27号 銘ケ丘1番 1号 清水本町16番10号 平成1丁目10番 8号

敷 地 両 帝 3,246.54nf l,759.64n? 1,689.7 d 3,351.87ri 2,994.00n至

I ft I ォ 延2,085.74n? 延2,798.81ni 延1,753.86ni 延l,315.95ri 延l,349.99ri

開 設 年 月 日 昭和24年 5 月16H 昭和35年12月 1 日 昭和54年 7 月 1 日 昭和57年 7 月 1 日 平成元年9月1日

361,248 千円

改 築 年 月 日 昭和41年10月3 日 昭和61年12月13日 (昭和5時 3 月31日増築) (平成元年3月10 日増築)

1 8 X 80,400 千円 645,936 千円 261,779 千円 291,269 千円

構 造 鉄筋コソク1) - ト3 階建 鉄筋コンク7) ート地下
1階地上3階建

鉄筋コソク1) ート2階建 鉄筋コンクl)ート2階建 鉄筋コンクI) ート2階建

S I U l U 2

医 . 節 2 人 2 人 1 人 1人 1人

保 健 好 15人 13人 12人 10人 10人

管 内 世 帯 数 58,649 49,050 56,632 45,852 36,155

管 内 人 口 131,301 127,587 160,151 123,386 107,897

(荏)管内世帯数・人口は、平成7年国勢調査に基づく
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(2)母子保健対策

母子保健法及び児童福祉法に基づき、母性並びに乳幼児、児童の健康の保持・増進を図るため、各種健康珍査

や保健指導、医療給付などを実施している.

ア　保健指導状況　　　　　　　(単位　人)イ　健康診査状況　　　　　　　　　(単位　人)

f t

区分
5 6 . 7 8 9

妊娠の届出受理数 7,357 7,271 7,249 7,041 7,211

母子健康手帳発行数 7,387 7,323 7,371 7,200 7,206

保

i

サ

導

妊産好健康相談 7,451 7,788 i,379 6,674 7,055

母 親 学 級 2,616 1,961 2,023 1,725 1,616

S IB ffl R 4,597 3,870 3,557 4,074 4,250

育 児 学 級 1,243 1,409 3,130 3,147 2,638

受胎調節実地指導 324 240 12 0 0

i s tf i ffl t 450 375 1,087 118 29

i ォ ? ft 58 0 0 0 0

思春期の子をもつ
母のつどい 856 988 307 5鴫 90/1330

心身の発達に問題
を持つ子のつどい 朗1 767 948 950 1,203

s w n i 6 18

諺

問

s

導

tf I i 5,834 6,041 5,797 5,958 5,665

新 生 児 5,557 5′841 5,665 5,926 5,358

末 魚 児 6 0 579 587 575 520

乳 児 742 engbZo 872 871 459

幼 児 1,379 1,223 1,369 1,183 928

ウ　母子栄養食品支給状況

年度

区分
5 6 7 8 9

医

a
故

閑
香

託

分

妊 好

一 般 12 ,572 13,043 13,011 12,923 12,859

サ B 2,110 2,061 2,041 2,183 1,976

B 型肝炎 6 91E,325 6,977 6,740 6,631 6,671

乳 児 B i ff * 18 28 6 -

3 カ 月 児 - 由 6,047 i,313 6,156 6,216 6,195

7 カ 月 児 一 般 6,018 6,014 5,977 5,890 5,960

保
8
所

保
m
セ
ン
メ
ー
実
施
分

妊 婦 i ft 5,734 5,231 4,844 4,866 5,038

1歳 6 カ月児

- IK 6,647 i,740 6,556 6,633 6,516

ォ・ 6,638 6,732 i,544 6,629 6,508

ォ * 47 82J 107 60 116

3 歳 児

- ォ 6,361 i,524 6,387 6,298 6,377

a 6,340 6,511 6,372 6,286 6,364

ft ォ 143 170 185 168 619

年 度

区 分
5 6 7 8 9

9 年度分再掲支給実人員

妊 産 婦 乳 幼 児 計

牛 乳 (本) 5,968 4,2 4 ,439 4,0 3 ,E 29人 2 人 31人

.粉 乳 (也) 班 16 42 33 23 0 人 6人 6人

計 / / / / / 29人 8人 37人
エ　医療給付状況

年度
区分

5 6 7 8 9

養育医療給付事業
実 人 員 103 122 111 158 118

延 日 数 6,607 6,550 5,866 7,740 5 ,136

妊 娠 中 毒 症 等

療 養 援 護 事 業

実 人 員 0 0 2 3 0

延 日 数 0 0 24 43 0

育成医療給付事業
寒 人 員

中核市移行に伴う新規事業

211 236

延 日 数 4,159 4,424

小児慢性特定疾患

治 療 研 究 事 業

実 人 員 682 734

延 日 数 17,288 20,397

療育医療給付事業
実 人 員 0 0

延 日 数 0 0
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(3)婦人の健康づくり

婦人の健康増進を図り、家族や地域の健康づくりを推進するため、 3事業を実施している。

ア　婦人健康診査事業実施状況

年度

区分
6 7 8 9

受 珍 書 1,26 5 1 ,3 78 1 ,62 4 1 ,66 5

イ　地区組織活動助成事業実施状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　回)

年度

区分
6 7 8 9

食 生活改善推進員研修会 18 17 18 17

食 生 活 改 善 .講 習 会 69 69 69 69

ウ　食生活改善推進員教育事業実施状況

. 年度

区分
5 6 7 8 9

修 了 者 96 98 111 12 0 12 3

(4)老人保健

昭和58年、老人保健法の施行により、医療以外の保健事業(健康手帳の交付・健康教育・健康相談・健康診査

・梯能訓練・訪問指導)を行うこととなった。また、昭和63年度から保健事業第2次5カ年計画に基づき、基本

健康参査及び肺がん・乳がん・子宮がん(体部)検静を実施している.そのほか、老人保健施設については、 18

カ所(1,418.戻)が開設されており、年に1回現地に赴いて実地指導を行っている.

老人保健(医療以外)事業の実施状況

ア　健康手帳の交付

年 度

. 区 分
5 6 7 8 9

医 療 受 給 資 格 者 5 ,66 3 4 ,97 7 6 ,2 15 6 ,3 14 5 ,66 5

医 療 受 給 資 格 者 以 外 の者 7 ,22 5 7 ,78 6 8 ,8 04 9 ,145 12 ,03 2

イ　健康教育

年 度

区 し分
5 6 7 8 9

開催 回数 (回) 901 97 0 9 37 8 2 1 64 5

延 人 員 (人) 24 ,811 2 7 ,9 62 2 5 ,47 1 25 ,8 70 17 ,99 9

ウ　健康相談

年 度

区 分
5 6 7 8 9

開催 回数 (回 ) . 1 ,8 19 1 ,8 79 1 ,8 69 ′ 1 ,7 15 1 ,3 48

延 人 員 (人 ) 4 0 ,57 1 4 0 ,8 47 3 9 ,3 43 35 ,8 88 2 5 ,88 5
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エ　健康診査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　人)

年 度

区 分
5 6 7 8 9

基 本 健 康 静 査 34 ,5 56 35 ,86 7 3 5 ,4 63 3 7 ,0 53 38 ,87 5

胃 が ん 検 謬 16 ,4 20 15 ,78 3 16 ,2 16 15 ,5 66 16 ,19 5

子宮 がん検珍
質 部 検 査 の み 14 ,5 62 13 ,47 5 13 ,48 1 14 ,7 83 15 ,42 8

雫部+ 体 部検査 193 2 96 3 49 3 15 45 5

乳 が ん 検 静 ll,2 10 ll ,6 39 l l ,8 32 13 ,6 62 14 ,10 7

肺 が ん 検 珍
読 影 の み 30 ,7 42 29 ,4 65 29 ,6 03 29 ,5 30 30 ,34 4

読 影 + 暗 疾 3 ,2 24 2 ,6 79 2 ,9 32 2 ,8 4 6 3 ,03 2

大 腸 が ん 検 .諺 13 ,374 12 ,3 73 13 ,3 10 1 3 ,37 9 14 ,5 40

肝 . 膿 が ん 検 診 3 ,534 3 ,8 99 3 ,917 3 ,8 9 0 4 ,0 65

在 宅 歯 科 検 診 173 187 207 23 2 28 1

オ　機能訓練

年 度

区 分
5 6 7 8 9

実 施 回 数 (回). 220 209 257 455 520

延 人 員 (人) 3,293 3 ,150 3,105 3,423 2 ,791

力　訪問指導

年 度

区分
5 6 7 8 9

寝た きりの者
実 人 員 77 6 66 6 6 25 1 ,0 08 1 ,10 7

延 人 員 4 ,9 67 4 ,5 13 3 ,9 5 1 4 ,18 7 4 ,4 11

上記 以外 の

要 指 導 者

実 人 員 1 ,3 75 8 95 9 89 9 6 1 83 2

延 人 員 2 ,8 56 2 ,4 08 2 ,6 47 2 ,398 2 ,3 25

(5)予防接種の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　人)

年 度

区 分
5 6 7 8 9

三 種 混 合

(蓋 フ蓋 1) 蓋 )
初 回

+

追 加

2 6 ,5 16 2 5 ,372 2 7 ,7 8 0 2 7 ,70 7 25 ′6 84

二 種 混 合

(孟 フ孟 1) 孟 )

小 学 校

卒 業 前
7 ,60 0 7 ,75 4 4 ,78 5 4 ,33 3 3 ,61 6

急 性 灰 自 髄 炎 13 ,45 3 12 ,86 6 13 ,8 44 14 ,2 44 13 ,07 3

イ ン フ ル エ ン ザ 17′6 52 12 ,95 8 17 ,9 93 15 , 142 27 ,78 9

日 本 脳 炎 90 ,2 46 9 6 ,3 49 34 ,8 37 29 ,4 85 2 0 ,35 8

風 し ん 2 ,0 26 1 ,9 98 5 ,6 83 7 ,142 7 ,06 4

麻 し ん
麻 しん ワクチ ン 5 ,6 54 5 ,97 6 6 ,3 39 6 ′400 6 ,26 9

M M R ワ クチ ン 1 00 - - - -

(荏)　MMRワクチンについては、平成5年4月27日付中止となった。
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(6)結核対策
ア　健康診断　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　人)

年度

区分
5 6 7 8 9

結 核 一 般 住 民 検 静 38 ′92 6 3 6 ,0 99 3 6 ,20 9 36 ,2 09 3 7 ,44 2

ツベ ルク リソ反応検査 (乳 幼児 ) 7 ,547 7 ,28 4 7′47 1 7 ,4 11 7 ,213

B C G 接 種 (乳 幼児 ) 6 ,915 6 ,74 9 7 ,09 7 7′13 5 6 ,76 6

管 . 理 検 静 4 90 4 2 0 46 1 2 17 17 1

患 者 家 族 検 珍 7 2 1 4 0 6 32 6 3 69 8 43

イ　患者管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　人)

午
区分 5 6 7 8 9

結 核 患 者登 録数 851 769 640 458 389
新 登 録 息 .者 数 158 161 121 119 136
結核患者訪問指導 579 410 381 343 219
命 令 入所 患 者数 56 46 38 22 27

(7)エイズ相談及びH I V抗体検査

市民の間に広がるェイズ不安を解消するため、市民が容易にエイズ相談及びⅡ I V抗体検査を受けることがで

きるよう保健所・保健センターにおいて実施している。

エイズ相談　H I V抗体検査の推移　　　　　　　　　　　(単位　件)

午
区 分 5 6 7 8 9

相 談 1,256 820 662 1,048 509
検 査 997 630 460 534 352

(8)精神保健対策

分

午

. 精 神 保 健 相 談 (延件数) 訪 問 指 導 (延件数)
合 計

社会復帰 老人精神衛生 アルコール その他 計 社会復帰 老人精神衛生 アルコール その他 計

7 1′444 116 91 419 2,070 253 176 97 601 1,127 3 ,197
8 2 ,149 4 16 302 1,676 4.543 421 462 95 626 1,604 6 ,147

9 2 ,122 575 174 752 3,623 482 575 132 457 1,6 5 ,269

( 9)高齢者保健福祉相談コーナー
日的

高齢者の保健及び福祉に関する市民のニーズの多様化に的確に対応し、高齢者に対する保健・福祉サービス

の捷供が最適に行われるよう総合調整することで、より適切な地域ケアシステムの推進を図ることを目的とし
て保健所及び保健センターの保健予防課に設置している。

業務内容

(ア)高齢者の居宅における介護支援等に関する相談
(イ)高齢者に関する保健又は福祉情報の収集及び提供

(ウ)保健・福祉サービスの調整

(-)福祉事務所の老人居宅生活支援事業に係る経由事務
(オ)在宅介護支援センターの活動支援

(カ)地域ケアシステムの推進のための地域内連絡

開設年月日　平成9年5月1日

利用時間　午前8時30分～午後5時(土・日曜日、祝日、年末年始を除く。)
職員の配置

職員3人(保健婦1人、看護婦1人、高齢福祉課事務職員1人)
相談専用電話番号

熊本保健所　　　　364-8007　　　　西保健所　　　　　354-1400
東部保健センター　365-9155　　　　北部保健センター　345-2209

南部保健センター　323-8400
利用状況　　　　　(平成9年度)

来所者の相談 (件) 535
電 話 相 談 (件) 994
家 庭 訪 問 (件) 949
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2　環　境　衛　生

(日食晶衛生関係
ア　営業施設の監視指導状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(平成9年度)

業

磨

莱 . 痩

法定

監視

回数

施 設 数 法 定 監 視 数 監 視回数 (延) 監 視 率 (% )

熊 . 廉 西 保 合 計 熊 保 西 保 合 計 M ォ 西 保 合 計 鰭 .保
西 . 保 合 計

許

可

業

磨

届

飲 食 店 営 業 12 5 .02 5 1 ,5 08 6 ,53 3 6 0 ,30 0 18 ,09 6 78 ,3 9 6 3 ,0 01 8 60 3 .8 6 1 5 -0 4 .8 4 .9

英 子 ( パ ン を 含 む )
製 造 業 12 33 3 1 68 5 01 3 .9 96 2 ,0 16 6 ,0 1 2 25 0 1 66 4 16 6 .3 8 .2 6 .9

乳 処 理 業 12 4 0 4 4 8 0 4 8 3 1 0 31 6 4 .6 6 4 .6

特別 牛乳 さ く取 処理 業 12

乳 製 品 製 造 業 12 5 4 9 60 4 8 10 8 28 15 43 4 6 .7 3 1 .3 3 9 .8

集 乳 業 12

魚 介 類 販 売 業 1 2 37 3 3 5 4 7 27 4 ,4 76 4 .2 48 8 .72 4 2 8 3 1 ,8 78 2 ,1 6 1 6 .3 4 4 .2 2 4 .8

魚 介 類 せ り売 り営 業 12 1 2 3 12 24 3 6 1 6 3 6 4 3 .3 26 2 .5 17 7 .8

舞 肉 ね り製 品 製 造 業 12 21 2 1 42 2 52 2 52 50 4 4 5 7 6 12 1 17 .9 3 0 .2 2 4 .0

食品の冷凍 または冷蔵業 12 12 9 2 1 14 4 1 08 25 2 1 4 2 8 4 2 9 .7 2 5 .9 16 .7

かん語またはぴん譜食品
製造業(上記および下記以外) 1 2 8 9 1 7 9 6 1 08 2 04 5 8 13 5 .2 7 .4 6 .4

喫 茶 店 営 業 6 4 57 24 9 7 0 6 2 ,7 4 2 1 ,4 94 4 ,2 36 10 6 10 3 2 0 9 3 .9 6 .9 4 .9

あ ん 顛 製 造 業 6 4 1 5 2 4 6 30 14 3 17 58 .3 5 0 .0 56 .7

アイス ク7) ーム類製造業 6 15 7 9 9 9 0 42 132 12 15 2 7 13 .3 3 5 .7 2 0 .5

乳 類 販 売 業 6 7 02 4 1 1 1′1 13 4 ,2 12 2 ,4 6 6 6 ,6 78 3 02 24 9 5 51 7 .2 1 0 .1 8 .3

食 肉 処 理 業 6 43 9 5 2 25 8 5 4 3 12 5 5 15 70 2 1 .3 2 7 .8 2 2 .4

食 肉 販 売 業 6 43 3 2 75 70 8 2 ,5 98 1′65 0 4 .2 48 3 29 38 7 7 16 12 .7 2 3 .5 1 6 .9

食 肉 製 品 製 造 業 6 6 2 8 3 6 12 48 8 2 0 28 2 2 .2 16 6 .7 5 8 .3

乳 酸 菌 飲 料 製 造 業 6 2 2 4 12 12 2 4 7 16 23 58 .3 13 3 .3 9 5 .8

食 用 油 脂 製 造 業 6 2 3 5 12 18 3〔) 1 0 1 8 .3 0 .0 3 .3

マ ー ガ リ ン ま た は

シ ョー トニ ング製造 業
6

み そ 製 造 業 6 9 1 0 1 9 54 60 1 14 1 0 2 3 3 3 18 .5 38 .3 2 8 .9

督 抽 製 造 業 6 8 12 2 0 48 72 12 0 l l 2 2 3 3 22 .9 30 .6 27 .5

ソ I ス 類 製 造 業 6 4 1 5 2 4 6 3 0 4 2 6 16 .7 33 .3 20 .0

酒 類 製 造 業 6 2

36

1

24

3

2 5

2

10

5

6 1

3

3 4

1 2 18 3 0 2

2 6

2

2 2

3

5 1

7

15

5

7 7

9

3 7

16 .7 16 .T 16 .7

豆 腐 製 造 業 6 2 1 6

6

14 4

150 3 66 12 .0 34 .0 2 1 .0

納 豆 製 造 業 6 12 18 33 .3 58 .3 50 .0

め ん 塀 製 造 業 6 60 2 04 15 .3 25 .0 18 .1

そ う ざ い 製 造 業

添 加 物 (法 第 7 粂 第 1

項 の規 定 に よ り規 格 が
定 め ら れ た も の に
限 る)製 造 業

清 涼 飲 料 水 製 造 業

食 品 の 放 射 線 照 射 業

氷 雪 製 造 業

氷 雪 販 売 業

6

6

4

4

2

2

12

50

5

l l

2

5

7 ,6 0 3

6 4

4

7

1

7

3 .180

11 4

9

18

3

12

3 0 0

3 0

4 4

4

10

3 84

24

28

2

14

6 84

54

72

6

2 4

4 0

8

15

2

0

4 ,6 34

20 8

1

9

3

4

4 ,2 5 0

24 8

9

2 4

5

4

8 ,88 4

13 .3

26 .7

34 .1

9 -0

54 .2

4 .2

3 2 .1

15 0 .0

2 8 .6

36 .3

16 .7

33 .3

8 3 .3

1 6 .7

計 10 ,78 3 8 0 ,26 0 3 1 ,48 4 1 1 1 ,7 4 4 5 .8 13 .5 8 .0

給 食 施 設 3 5 9 173 5 32 4 ,30 8 2 ,07 6 6 ,3 8 4 114 1 3 2 2 46 2 .6 6 .4 3 .9

也

莱

腰

食 品 又 は 添 加 物 の
製 造 . 販 売 2 1 ,90 8

8

2 ,27 5

1 ,3 74 3 ,28 2 3 ,8 16

8

8 ,13 2

2 ,7 48 6 ,5 6 4 1 ,2 99

0

1,4 13

1′6 2 3

0

1 ,7 5 5

2 .9 22

0

3 .168

3 4 .0 5 9 .1 4 4 .5

器 具 、 容 器 又 は
お もち ゃの製 造 . 販 売 1 24 32 24 3 2 0 .0 0 .0 0 .0

計 1′5 7 1 3 .8 4 6 4 ,8 48 12 ,98 0 17 .4 36 .2 2 4 .4

合 計 9 ,8 7 8 4 ′7 5 1 14 .6 2 9 8 8 ,3 92 3 6 ,3 32 124 ,7 2 4 6 ,047 6 ,0 0 5 12′0 5 2 6 .8 16 .5 9 .7
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イ　熊本市市場食品衛生監視所

昭和47年10月、熊本地方卸売市場(田崎市場)に流通する食品の科学的、効率的な監視を目的として発足。

場内250施設の食品営業関係施設の指導並びに魚介類等の水銀検査、腸炎ビブ1)オ菌検査等各種の試験検査

を実施している。

所在地　　田崎町380番地　市場会館5階

配置人員　　酉保健所衛生課職員2名(非常勤)

年度

区分

5 6 7 8 9

検体数
延 項
目 数

検体数
延 項
目 数

検体数 延 項
目 数

検体数 延 項
目 数

検体数 延 項
目 数

化 学 検 査 136 136 115 115 182 182 131 131 61 61

細 菌 検 査 86 86 93 93 134 134 425 816 284 392

計 222 222 208 208 316 3 16 556 947 345 453

ウ　熊本市食肉衛生検査所

熊本市食肉衛生検査所は、 「と畜場法」 「食鳥処理の事業の親制及び食鳥検査に関する法律」 「食品衛生法」

に基づく業務を行っており、市民に安全で衛生的な食肉を供給するため各種疾病の検査、残留有害物質の検

査、と畜場内の衛生に関すること、食肉に関する調査研究等を行っている。また、家畜生産サイド-の検査

結果の還元事業も実施している.

と畜場内と殺検査数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　頭)

年 度

畜 種
5 6 7 8 9

午 3 ,5 60 3 ,7 87 4 ,049 3 ,29 5 2 ,277

子 牛 12 7 7 8 3

局 5 ,6 64 6 ,147 6 ,635 5 ,52 3 6 ,743

子 馬 0 0 0 1 0

嘩 88 ,8 09 93 ,3 65 9 6 ,563 9 9 ,08 6 9 2 ,537

緬 山 羊 16 5 3 6 0

合 計 98 ,0 6 1 103 ,3 11 10 7 ,257 10 7 ,9 19 1 01 ,56 0

検査手数料 (単位　円)

時 間 内 時 間 外

午 .局 子 牛 子 馬 豚 ォLU・ 大動物 示動物

検 査 手 数 料 400 100 300 200 50 500 400
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( 2 )環境衛生関係営業施設等の監視指導状況

(平成9年度)

区分

業種
内 容 熊本保健所 西 保 健 所 計

普

莱

六

汰

理 容 所

.施 設 数 523 26 5 78 8

監視 回数 (延) 7 8 7 9 157

藍 .視 率 (% ) 15 .0 2 9 .8 19 .9

美 容 所

施 設 数 835 36 4 1 ,199

監視回数 (延) 137 10 1 2 38

監 視 率 (% ) 16 .4 2 7 .7 19 .8

ク 1) I ニ ソ グ所

施 設 数 583 3 19 902

監視回数 (近) 257 169 42 6

監 視 率 (% ) 4 4 .1 53 .0 4 7 .2

旅 館

施 設 数 165 11 9 28 4

監視 回数 (延) 6 0 13 1 1 91

監 視 率 (% ) 3 6 .4 11 0 .0 67 .3

興 行 場

施 設 数 25 3 28

監 視回数 (延) 3 0 1 3 1

監 視 率 (% ) 120 .0 3 3 .3 110 .7

公 衆 浴 場

施 設 数 119 4 3 162

監 視回数 (延) 164 5 7 22 1

監 視 率 (% ) 137 .8 13 2 .6 13 6 .4

計

施 設 数 2 ,2 50 1 ,1 13 3 ,36 3

監視回数 (近) 726 5 38 1 ,26 4

監 視 率 (% ) 32 .3 48 .3 3 7 .6

そ

の

他

般

環

境

徳

坐

温 泉
施 設 数 10 2 5 3 5

監視回数 (延) 2 0 6 2 6

化 製 場 等
施 設 数 17 5 22

監視 回教 (延) 10 7 17

墓 地
施 設 数 594 76 1 1 ,3 55

監視 回数 (近) 12 6 18

納 骨 堂
施 設 数 61 8 2 1 43

監視 回数 (延) 1 0 1

ik
施 設 数 1 0 1

監視 回数 (近) 0 0 0

ビル管理法 に よる

特 定 建 築 物

施 設 数 132 5 5 187

監 視回数 (延) 37 23 6 0

ビル管理 法に よる

登 録 営 業 所

施 設 数 72 29 10 1

監視回数 (延) 32 9 4 1

遊 泳 場
施 設 数 18 l l 2 9

監視回数 (延) 8 7 5 7 14 4
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( 3)熊本市ホテル等建築審査会

平成元年4月1日「熊本市ラブホテル建築規制に関する条例」が公布施行された。本条例は、 『熊本市環境基

本条例』の理念を具体化した実践条例であり、ラブホテル特有の外観、構造の建築を立地規制し、市民の快適

で良好な生活環境の実現と青少年の健全育成を図るものである。

目　　　的`ホテル等の建築に関する重要事項を調査審議する

委員構成　10人以内

○市議会議員　　○学識経験者　　○関係行政機関の職員　　○市職員

任　　　期

審議の状況

(4)環境衛生事業所

ア　施　　設

所　在　地

機　　　構

敷地面積
建物面積
建設年月

総　工　費

人　　　員

業務内容

2年

*ォ蝣" .
5 6 7 8 9

開 催 回 数 2 2 0 . 1 1

諮 問 件 数 2 2 0 1 1

平成1丁目16番18号

保健衛生局衛生部衛生課所属

l,620rd

786. 62n王

昭和60年3月(竣工)

97,435千円

15人

ねずみ・こん虫等の駆除

衛生害虫等の相談・指導

伝染病患者の家屋等の消毒

あき地等の雑草除去の指導

イ　ねずみ・こん虫等駆除状況 (平成9年度)

こ ん 虫 等
ね ず み

駆除薬量駆 除 箇 所 T tK 貯水槽水溜 基 地
水 害 に よ る

道路等の消毒
草 原

24 ,931カ所 2;191,350nf 8 ,980n壬 9 ,260m2 lll ,357nf 49 ,060rd 4,751g

ウ　除草指導

苦情処理状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(平成9年度)

指 導 し た 雑 草 地 草 刈 り 実 績

197カ所 119 ,68 4 rr! 18 5カ所 119 ,68 4 n f

パトロールによる指導　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(平成9年度)

.指 導 し た 雑 草 地 草 刈 り 実 績

253カ所 154,132id 228カ所 137 ,639nf

エ　草刈り機具貸出状況　　　　　　　(平成9年度)

貸 付 箇 所 貸 付 台 数 除 草 面 積

563カ所 749台 428 ,857n王

-165-

田



(5)市営墓地及び霊堂

了　基地貸付状況

墓地名 総面積

(d )

平成 8 年 度まで の貸付状況 平成 9 年度 の貸付状 況 貸付 状況 (累計 )

ft ft 面 横 (n f) 件 数 両 横 (n i) 件 数 面 績 (ni)

花 園 基 地 28 ,057 1 ,9 13 12 ,7 11 .3 98 8 43 ,250 1 ,919 12 ,741 .118

小 峯 墓 地 28 ,6 17 1 ,928 ll ,73 9 .2 36 2 9 ,300 1 ,929 ll,745 .236

立田山基地 37 ,9 29 1 ,535 10 ,440 .160 2 1,000 1 ,537 10 ,448 .160

城 山 墓 園 5 4 ,7 47 944 6 ,366 .250 197 788 ,0 00 1,14 1 7 ,154 .250

清 水 墓 園 2 0 ,8 97 1 ,52 6 8 ,695 .460 - - 1,524 8 ,686 .460

桃 尾 墓 園 136 ,690 5 ,54 0 27 ′807 .300 2 10,000 5 ,5 41 27 ,8 12 .3 00

浦 山 墓 園 26 ,407 1 ,256 8 ,024 .480 1 1,200 1,2 56 8 ,03 0 .68 0

計 333 ,344 14 ,642 85 ,784 .284 212 86 6 ,750 14 ,8 47 86 ,618 .2 04

(注)平成8年度までの貸付状況と平成9年度分の貸付状況の合計が累計と一致しないのは廃止分があるためである。

イ　桃尾霊堂

所　在　地　　戸島町　桃尾董園内

敷地面積　　2,000iri

建設概要　本　体　鉄筋コンクリート平家建　500rd

納骨堂　家族納骨壇　386壇、　短期納骨壇　530壇

管理棟　　鉄筋コンクt) -ト平家建　29.81irf

(事務所、休憩所、便所)

舎利塔　18. 5n!

竣　　　工　　本体工事　　昭和56年3月

建　設　費　　昭和55年度152,380千円(設計委託料含む)

昭和57年度　　6,250千円(管理棟、舎利塔)

ウ　使用料

(平9.4.1施行)

種 別 使 用 料

芝 生 墓 地 1 区 画 400,000円

般 基 鞄 1平方メートルにつき 80,000

(昭56.5. 1施行)

桃 尾 霊 堂 期 間 使 用 料

家 族 納 骨 壇 10 年 200 ,000 円

短 期 納 骨 壇 1 5 ,000
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(6)斎　　　場

ア　施　　設

名　　称　　熊本市斎場

所在地　　戸島町796番地

敷地面横　Il.OOOrd

建物面積　　斎場　増改築後の面積l,540nf　管理人住宅99.46nf

建設年月　　昭和47年12月、増改築年月　昭和62年12月

構　　造　　斎場　鉄筋コンク1)-ト平家建　管理人住宅　木造平家建(2棟)

建設費　128,000千円(造園、管理人住宅2棟含む)

増改築費　131, 190千円

炉　　数　　重油一般炉14基、再燃炉2基、汚物炉1基

型　　式　　ロストル式14基

イ　利用状況

(単位　件)

年 度

区分
5 6 7 8 9

大 人
市 内 3 ,61 6 3 ,85 2 3 ,54 8 3 ,72 1 3 ,74 6

市 外 53 6 57 9 56 8 52 2 54 7

小 人
市 内 3 5 5 0 3 3 2 7 2 5

市 外 4 8 8 12 7

死 産 児
市 内 28 9 27 4 26 8 24 0 26 4

市 外 14 0 17 0 15 7 14 5 1 19

そ の 他
市 内 46 6 39 6 42 5 55 7 36 2

市 外 5 6 6 3 4 4 4 9 6 1

it
市 . 内 4 ,40 6 4 ,57 2 4 ,27 4 4 ,54 5 4 ,39 7

市 外 73 6 82 0 77 7 72 8 73 4

ウ　火葬場使用料

(昭59.4. 1施行)

区 分 種 別 市 内 市 外 備 考

火

葬

場

の

使

用

大 人 3 ,00 0 円 18 ,00 0 円

○ 汚物 は 1 個 8 ,0 00cm

以 内の もの

○. 式 場 の使 用 料 は 1 回

3 時 間 以 内

小 人 2 ,00 0 15 ,00 0

死 産 児 1 ,00 0 l l,00 0

改葬 に よる人 骨 85 0 1,00 0

産 汚 物 類 50 0 [,00 0

式 場 の 使 用 3 ,0 00 18 ,00 0
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(7)動物管理センター

狂犬病予防法、動物の保護及び管理に関する法律、熊本県動物管理条例及び熊本市犬による危害防止条例の

規定に基づき、犬の登録と狂犬病予防注射の実施、畜犬の指導取締り、動物の保護及び管理として犬の引き取

り及び負傷動物の収容、動物愛護の普及啓発として動物愛護週間行事の実施及び犬のしつけ教室の開催等の業

務を行っている。

ア　施　　設

名　　　称　　熊本市動物管理センター

所　在　地　　小山町451番地

敷地面積　10,726.71rd

建物面積　　　771.74nf

管　理　棟

収容施設棟

車　　　庫

管理人住宅

収　納　庫

動物愛護園
休　憩　所

建　設　費

改　築　費

建設年月

改築年月

焼　却　炉

246n壬

315. 43irf

78ir!

41.63汀至

27irf

63. 68id

20,925千円

150,396千円(収容施設棟)、 46,440千円(管理棟)

昭和45年5月

昭和58年1月(収容施設棟)、昭和61年10月(管理棟)

2基

イ　犬の登録・予防注射・捕獲処分状況

区 分

年 度

登 録

総 数

予 防

接 種

挿 獲 セ ン タ

- 引 き
取 り

計 返 還 譲 渡

実 験 用

動 物

処 分

焼 却

依 頼

不 妊

手 術
助 成

去 勢

手 術
助 成

嘆 傷

事 故針 金 捕 獲 器

5 16 ,3 62 1 6 ,2 12 1 ,4 3 6 1 04 7 7 8 2 ,3 1 8 18 9 6 2 2 7 3 1 ,7 9 4 1 ,7 0 5 0 0 5 4

. 6 16 ,6 53 1 6 ,4 92 1 ′17 6 1 59 6 6 7 2 ,0 0 2 15 5 6 0 2 2 1 1 ,5 6 6 1 ′4 9 7 0 0 4 1

7 16 ,8 29 1 6 ,7 12 1 ,0 4 7 1 50 5 6 6 1 ,7 6 3 1 16 4 3 2 2 6 1 , 37 8 1 ,4 3 5 0 0 3 7

8 19 ′1 65 1 7 ,4 13 9 4 0 97 6 2 2 1 ,6 5 9 1 13 6 1 18 0 1 ,3 0 5 1 .3 4 7 0 1 0 3 1

9 2 0 ,6 08 1 6 ,8 04 5 8 9 1 36 4 92 1 ,2 1 7 13 2 2 8 1 1 1 94 6 1 , 17 1 0 0 2 3
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3　救急医療制度

急病患者に対し、迅速かつ適切な医療を確保するための体制を逐次整備拡充しながら、市民の救急医療ニーズ

に対応できるように努めている。

( 1 )救急医療体制整備の経緯

昭和51年12月　　年末年始救急医療開始

(在宅当番医制度による.内科等9静療科目、 20医療機関)

昭和52年7月　　熊本保健所内に休日夜間診療及び電話相談所を設置

休日昼間の在宅当番医制による診療業務開袷

昭和53年　　　　病院群輪番制による2次救急医療業務開始

昭和56年11月　　熊本市医師会(休日夜間急患センター)に一次救急医療業務を委託(小児科・内科)

熊本市薬剤師会に休日夜間の救急調剤業務を委託

昭和57年4月　　休日夜間に加え土曜日夜間の1次救急業務開始

昭和58年4月　　休日夜間急患センターの診療を毎夜間に拡充(小児科・内科・外科)

昭和63年4月　　休日昼間の一次救急業務を開始

平成2年4月'熊本赤十字病院に東部地区の休日夜間一次救急医療業務を委託

(2)一次救急医療業務

ア　休日夜間急患センター

①熊本市医師会休日夜間急患セソタ- (熊本市医師会熊本地域医療センター内)

診療科目　　小児科・内科・外科

診療時間　　毎夜間(午後6時から翌朝午前8時まで)、休日昼間(午前8時から午後6時まで)

'②熊本赤十字病院

診療科目　　小児科・内科・外科・整形外科

診療時間　　休日夜間(午後6時から翌朝午前0時まで)

イ　在宅当番医制(熊本市医師会委託)

診療科目　　内科(4)、小児科(1)、外科(3)、整形外科(1)、眼科(1)、耳鼻咽喉科(1)、産婦人科(1)

()内は、 1日当り実施医療機関数

ウ　救急調剤(熊本市薬剤師会委託)

くまもと中央薬局で、毎夜間(午後6時から翌朝午前0時まで)救急調剤業務実施

工　休日夜間歯科診療業務(熊本市歯科医師会委託、非公表)

在宅当番医制により、休日夜間(午後6時から翌朝午前0時まで)の歯科救急診療業務実施

一次救急医療業務実績

年 度

区分
5 6 7 8 9

急 患

セ ン タ ー

小 児 科 (人 ) 14 ,4 60 16 ,2 75 16 ,4 1 1 18 ,3 18 18 ,6 96

内 科 (人 ) 9 ,48 3 l l ,3 3 1 10 ,4 76 l l ,9 90 ll ,5 54

外 科 (人 ) 3 ,3 55 3 ,2 88 3 ,5 99 3 ,3 70 3 ,4 01

計 (人 ) 27 ,2 98 30 ,8 94 30 ,4 86 33 ′6 78 33 ,65 1

二 次 医療 搬送 (再 掲 ) 1 ,15 5 1 ,2 37 1 ,15 1 1 ,2 18 1 ,34 6

在 宅 当 番 医 制 (人 ) 2 3 ,10 3 25 ′169 23 ,5 90 26 ,8 73 2 4 ,5 38

(実 施 医 療 機 関 延 数 ) (8 13 ) (80 0) (8 12) (82 5) (8 06 )

救 急 調 . 刺 (件 ) 15 ,52 2 16 ,4 64 16 ,3 19 20 ,18 9 19 ,97 8

休 日 夜 間 歯 科 診 療 (人 ) 2 9 18 2 1 20 13

委 託 料 (千 円 ) 14 4 ,60 1 146 ,6 45 157 ,4 98 158 ,0 59 16 1 ′04 6
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( 3)二次救急業務一病院群輪番制(非公表)

休日昼間(午前8時から午後6時まで)及び毎夜間(午後6時から翌朝午前8時まで)の重症患者の診療業

務を5病院(熊本市医師会熊本地域医療センター、熊本赤十字病院、済生会熊本病院、熊本市民病院、国立熊

本病院)の輪番制により実施

(4)年末年始診療業務

開設期間　12月30日(午前0時)から翌年1月4日(午前8時)まで

ア　一次診療

・熊本市医師会

熊本市医師会休日夜間急患センター(熊本地域医療センター内)

診療科目　　　小児科・内科・外科

公表在宅医

-日当たり　　内科5、外科4、産婦人科1、小児科2-4、計12-14医療機関

非公表在宅医

-日当たり　　耳鼻咽喉科1、眼科1、精神科1、計3医療機関

・熊本市薬剤師会

くまもと中央薬局で救急調剤

・熊本市歯科医師会

一日当たり　　開業歯科医2、熊本県口腔保健センター1、計3カ所

イ　二次診療(非公表)

国立熊本病院、済生会熊本病院、熊本赤十字病院、熊本市民病院、熊本中央病院、熊本地域医療セン

ター、熊大附属病院の当番制

ウ　年末年始診療実蹟

年 度

区 分
5 ▼ 6 7 8 9

.診 療 実 日 数 ( 日 ) 4 4 4 5 5

忠
患
セ
ン
メ
ー

小 児 科 (人 ) 6 19 8 22 8 2 1 1 ,2 88 98 9

内 科 (人 ) 3 95 5 20 4 45 8 49 5 33

P外 科 (人 ) 165 114 137 155 1 47

公 表 在 宅 医 (人 ) 1 ,6 1 4 2 ,0 19 2 ,0 79 4 ,354 4 ,2 50

非 公 表 在 宅 医 (人 ) 3 3 5 424 4 74 62 1 4 7 1

救 急 調 剤 (件 ) 9 8 7 1 ,24 1 1 ,2 4 1 2 ,06 7 1 ,4 9 1

公 表 歯 科 在 宅 医 (人 ) 27 3 583 58 5 53 1 5 42

二 次 医 療 機 関 (人 ) 43 3 22 5 16 2 23 6 180

委 託 料 (千 円) 18 ,68 5 19 ,0 15 19 ′34 0 2 3 ,5 96 2 4 ,18 3
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4　産　　　　　院

熊本市立熊本産院は、昭和20年4月に熊本市本荘町の市立乳児院の一部に本荘産院として開設され、昭和25年

7月に児童福祉法に基づく助産施設として、現在の名称で新築移転し、社会的使命を担いながら長期間にわたり

公立産婦人科病院として、市民の、主に、産科系医療ニーズに応えている。

(1)概　　　要

所　在　地

敷地面積

建物面積

本　　館

新　　館

看護婦宿舎

病　床　数

職　員　数

(2)利用状況

本山3丁目5番11号

3,028n王

l,881.2id

鉄筋コソクリート2階建　延1,104.6k壬

鉄筋コンクリート3階建　延565.5irf

鉄筋コンクリート2階建　延211.In!

38床

医師3人　助産婦(看護婦) 28人　医療技術員4人　事務職員4人(平10.6.1現在)

A 年度

区分
5 6 7 8 9

分 娩 数 (人) 355 3 95 42 4 4 39 42 9

入 院 数 (件) 10,18 2 9 ,8 90 10 ,85 1 10 ,1 28 9 ,59 4

外 来 数 (件) 12,54 7 13 ,4 66 13 ,6 16 13 ,9 39 14 ,62 0

計 (件) 22,72 9 2 3 ,35 6 2 4 ,46 7 2 4 ,0 67 2 4 ,21 4

(3)経営状況

(単位　千円)

年 度

区 分
5 6 7 8 9

収 入 4 62 ,52 1 48 3 ,9 45 5 10 ,1 68 5 44 ,2 24 5 50 ,86 2

支 出 4 62 ,47 0 48 3 ,8 95 5 10 ,1 19 、5 44 ,173 5 50 ,8 13

損 益 51 50 49 5 1 4 9

(4)使用料及び手数料

ア　使用料

個室(3室)　1日につき　　　500円

イ　手数料

文書手数料　　1通につき　　1,000円

但し、死亡診断書と生命保険関係書顕は1通につき4,000円
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5　市　民　病　院

(1)概　　　要

所　在　地

開設年月日

敷地面積

建物画賛

構　　　造

病　床　数

主 設な 備

湖東1丁目1番60号

昭和21年2月1日

14,002.53ri

延　27,407.746n壬

鉄骨鉄筋コンク1)-ト造地下1階地上8階建

580床〔一般540床(うちI CTJ 6床)、伝染病40床〕

脳波計、 UCG (心臓超音波診断装置)、 CCU、 Co　回転照射装置、光娩固装置、多用

途超音波診断装置、血液ガス分析装置、無菌空気ろ過装置、分娩監視装置、オートアナラ

イザー、自動血球計数器、シンチレーションカメラ、ラルストロン、ジャイロスコープ、

全身用CTスキャナー、血管造影装置、 1)ニアック(超高圧Ⅹ線照射装置)、コンビュ-

テッド・ラジオグラフィー、デジタルガンマカメラシステム、生化学自動分析装置システ

ム、核磁気共鳴イメージソグ装置、 -イパーサーミア装置、体外衝撃波結石破砕装置

診療科目　　内科、精神科、神経内科、呼吸器科、消化器科、循環器科、小児科、外科、整形外科、形成

外科、脳神経外科、呼吸器外科、心臓血管外科、小児外科、皮膚科、ひ尿器科、こう門科、

産婦人科、眼科、耳鼻いんこう科、 1)-ビリテ-ショソ科、放射線科、歯科、麻酔科、リ

ウマチ科

職　員　数　578人(医師78人　看護婦362人　医療技師74人　事務その他64人) (平10.6.1現在)

(2)経営状況

(単位　千円)

年 度

区 分
5 6 7 8 9

収 入 8 ,5 7 1 ,3 0 2 9 ,4 8 5 ,164 9 ,9 73 ,0 83 10 ′20 5 ,90 5 1 0 ,39 1 ,3 75

支 出 9 ,5 3 5 ,7 5 1 9 ,77 4 ,72 6 1 0 ′2 82 ,5 8 6 10 ,48 4 ′9 64 10 ,69 7 ,8 25

損 益 △ 9 6 4 ,4 4 9 △ 28 9 ,56 2 △ 3 09 ,5 0 3 △ 27 9 ,0 59 △ 30 6 ,4 50

利 益 剰 . 余 金 △ 11 5 ,3 6 2 △ 40 4 ,92 4 △ 7 1 4 ′4 2 7 △ 99 3 ,48 6 △ 1 ′29 9 ,9 36

(3)使　用　料

特　別　室A (21室)　1人1日　　4,000円

個　　　室B (21室)　1人1日　　2,000円

〝　　C (13室)　1人1日　1,000円
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(4)科目別診療状況

科 目 患 者 数 年 度
5 6 7 8 9

内 科

入 院 6 1 ,9 15 6 1 ,537 6 1 ′6 3 2 5 9 ,92 5 6 2 ,0 9 0

一 日平 均入 院 16 9 .6 168 .6 16 8 .4 16 4 .2 17 0 .1

外 来 6 3 ,3 0 7 6 6 ,387 6 5 ,4 3 7 69 ,62 8 6 9 ,9 2 3

一 日平 均外 来 2 15 .3 22 5 .0 22 1 .8 23 6 .8 23 7 .8

計 12 5 ′22 2 12 7 ,92 4 12 7 ,06 9 1 29 ,5 53 13 2 ,0 13

精 神 科

入 院 0 0 0 0 0

- 日平 均 入 院 0 0 0 0 0

外 来 9 ,23 6 10 ,45 5 10 ,9 66 12 ,1 91 13 ,06 8

一 日平 均 外 来 3 1 .4 3 5 .4 3 7 .2 41 .5 4 4 .4

計 9 ,2 36 10 ,45 5 10 ,9 66 12 ,1 91 13 ,06 8

小 児 科

入 院 3 0 ,37 5 3 2 ,43 0 3 3 ,3 31 31 ,1 43 2 8 ,53 5

一 日平 均 入 院 一8 3 .2 88 .8 91 .1 8 5 .3 7 8 .2

外 来 2 2 ,67 1 2 4 ,3 11 2 4 ,5 17 24 ,2 22 2 4 ,27 2

一 日平 均 外 来 77 .1 8 2 .4 8 3 .1 8 2 .4 8 2 .6

計 5 3 ,0 46 5 6 ,7 41 5 7 ,8 48 55 ,3 65 5 2 ,8 0 7

外 科

入 院 2 3 ,4 35 2 4 ,18 5 2 3 ,2 00 24 ,3 50 2 4 ,73 0

一 日平 均 入 院 64 .2 66 .3 63 .4 66 .7 6 7 .8

外 来 2 8 ,6 66 2 7 ,8 56 29 ,88 5 30 ,8 87 32 ,24 3

- 日平 均 外 来 97 .5 94 .4 1 0 1 .3 105 .1 10 9 .7

計 52 ,1 0 1 52 ,0 41 53 ,0 85 55 ,2 37 56 ,97 3

整 形 外 科

入 院 21 ,5 02 23 ,6 08 27 ,0 66 26 ,143 25 ,52 0

一 日平 均 入 院 58 .9 64 .7 74 .0 7 1 .( 69 .9

外 来 22 ,2 33 26 ,3 86 28 ,9 46 29 ,3 49 29 ,0 16

一 日平 均 外 来 75 .6 89 .4 98 .1 99 .8 98 .7

計 43 ,7 35 49 ,9 94 56 ,0 12 55 ,4 92 54 ,5 36

皮 膚 科

入 院 6 ,3 32 6 ,6 4 1 6 ,3 35 4 ,7 66 5 ,2 5 1

一 日平 均 入 院 17 .3 18 .2 17 .3 13 .1 14 .4

外 来 22 ,9 82 24 ,3 49 28 ,7 36 27 ,8 70 24 ,2 45

一 日平 均 外 来 78 .2 82 .5 97 .4 94 .8 8 2 .5

計 29 ,3 14 30 ,9 90 35 ,0 9 1 32 ,6 36 29 ,4 96

ひ 尿 器 科

入 院 4 ,2 32 5 ,6 15 4 ,5 59 4 ,133 4 ,1 0 1

一 日平 均 入 院 l l .6 15 .4 12 .5 l l .3 l l .2

外 来 10 ,6 27 l l ,54 1 1 0 ,9 7 9 10 ,2 89 l l ,7 09

- 日平 均 外 来 3 6 .1 39 ‥1 3 7 .2 3 5 .0 39 .8

計 14 ,8 59 17 ,156 15 ,5 38 14 ,422 15 ,8 10

眼 科

入 院 5 ,6 5 6 5 ,942 5 ,3 08 4 ,54 2 4 ,7 75

一 日平 均 入 院 1 5 .5 16 .3 1 4 .5 1 2 .4 13 .1

外 来 22 ,0 4 1 24 ,20 4 2 1 ,9 5 4 2 0 ,8 6 9 1 9 ,0 9 9

一 日平 均 外 来 7 5 .0 82 .0 7 4 .4 7 1 .0 6 5 .0

計 27 ,6 9 7 3 0 ,14 6 2 7 ,2 6 2 2 5 ,41 1 2 3 ,8 7 4

耳 鼻

いん こ う科

入 院 5 ,0 2 8 7 ,21 9 8 ,0 8 5 10 ,54 5 1 0 ,8 6 5

】 日平均 入 院 1 3 .8 1 9 .8 2 2 .1 28 .9 2 9 .8

外 来 10 ,14 4 l l ,13 7 l l ,24 5 12 ,14 0 1 3 ,7 7 5

一 日平 均外 来 3 4 .5 3 7 .8 3 8 .1 4 1 .3 4 6 .9

計 1 5 ,17 2 18 ,35 6 1 9 ,30 0 2 2 ,68 5 2 4 ,6 4 0

産 婦 人 科

入 院 2 1 ,97 6 2 1 ,67 2 2 2 ,13 1 2 2 ,73 8 2 1 ,4 8 3

一 日平 均 入 院 6 0 .2 5 9 .4 6 0 .5 6 2 .3 5 8 .9

外 来 3 3 ,7 6 0 3 2 ,31 2 3 0 ,2 16 2 5 ,88 0 2 5 ,4 5 1

一 日平 均外 来 1 14 .8 10 9 .5 10 2 .4 8 8 .0 8 6 .6

計 5 5 ,73 6 5 3 ,98 4 5 2 ,34 7 4 8 ,6 18 4 6 ,93 4
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科 目 患者数 年度
5 6 7 8 9

歯 科

入 院 46 0 6 11 44 5 43 4 4 35

一 日平均入院 1 .3 1 .5 1 .2 1 .2 1 .2

外 来 ll ,38 4 ll ,4 14 ll ,5 06 13 ,94 9 12 ,9 18

- 日平 均外来 38 .7 3 8 .7 39 .0 4 7 .4 43 .9

計 l l ,8 44 12 ,0 25 l l ,9 5 1 14 ,38 3 13 ,3 53

リハ ビリテ

ーシ ョン科

入 院 9 ,158 7 ,6 26 3 ,7 58 2 ,86 4 1 ,5 88

一 日平均入院 25 .1 20 .9 10 .3 7 .8 4 .4

外 来 20 ,238 20 ,159 18 ,7 10 18 ,4 65 15 ,08 5

一 日平 均外 来 68 .8 5.3 63 .4 62 .8 5 1 .3

計 2 9 ,396 27 ,7 85 22 ,4 68 2 1 ,3 29 1 6 ,67 3

放 射 線 科

入 院 0 0 0 0 0

一 日平 均入院 0 0 0 0 0

外 来 7 ,77 0 8 ,32 1 9 ,3 15 10 ,78 1 9 ,93 7

一 日平均外来 2 6 .4 28 .2 3 1 .6 3 6 .7 33 .8

計 7 ,77 0 8 ,32 1 9 ,3 15 10 ,78 1 9 ,9 37

麻 酔 科

入 . 院 62 8 45 3 5 55 45 5 18 3

- 日平 均入院 1 .7 1 .2 1 .5 1 .2 0 .5

外 来 5 ,6 90 5 ,33 5 5 ,4 76 5 ,09 9 4 ,8 44

一 日平均外来 19 .4 18 .1 18 .6 17 .3 16 .5

計 6 ,3 18 5 ,78 8 6 ,0 3 1 5 ,55 4 5 ,0 27

こ う 門 科

入 院 l l ,085 10 ,4 05 9 ,6 25 10 ′74 2 9 ,7 73

一 日平均入院 30 .4 28 .5 26 .3 2 9 .4 ′ 26 .8

外 来 l l ,3 21 l l ,0 45 9 ,3 67 8 ,24 3 7 ,9 12

】 日平均外来 38 .5 37 .4 3 1 .8 28 .0 2 6 .9

計 22 ,4 06 2 1 ,4 50 18 ,9 92 18 ,98 5 17 ,68 5

形 成 外 科

入 院 3 ,8 44 3 ,3 62 3 ,9 00 4 ,4 56 3 ,14 8

一 日平均入院 10 .5 9 .2 1 0 .7 12 .2 8 .6

外 来 4 ,6 0 6 4 ,5 63 5 ,8 6 5 6 ,4 85 5 ,37 0

- 日平 均外来 15 .7 15 .5 19 .9 22 .1 18 .3

計 8 ,4 5 0 7 ,9 25 9 ,76 5 10 ,9 4 1 8 ,5 18

脳 神 経 外科

入 院 1 ,95 9 3 ,6 5 2 3 ,45 8 3 ,7 82 4 ,9 17

一 日平均 入院 5 .4 10 .0 9 .4 1 0 .4 13 .5

外 来 2 ,55 1 3 ,12 6 3 ,05 9 3 ,7 8 9 4 ,1 56

】 日平均外来 8 .7 10 .6 10 .4 12 .9 14 .1

計 4 ,5 10 6 ,778 6 ,5 17 7 ,57 1 9 ,0 73

小 児 心 臓

外 和

入 院 2 13 92 9 1 ,3 44 1 ,30 8 1 ,3 40

一 日平均入院 0 .6 2 .5 3 .7 3 .6 3 .7

外 来 45 5 8 8 6 7 6 92

一 日平均外来 0 .6 0 .2 0 .3 0 .3 0 .3

計 2 58 98 7 1 ,4 30 1 ,38 4 1 ,4 32

心 臓 血 管

外 科

入 院 2 23 46 8 5 24 5 19 5 58

一 日平均入院 0 .6 1 .3 1 .4 1 .4 1 .5

.外 来 21 1 15 18 9 15 9 8 43

一 日平均外来 0 .1 0 .4 0 .6 0 .5 2 .9

計 2 44 58 3 7 13 6 78 1 ,4 0 1

合 計

入 院 2 08 ,0 2 1 2 16 ,3 55 2 15 ,2 56 2 12 ,8 45 2 09 ′2 9 2

一 日平均入院 5 69 .9 5 92 .8 5 88 .1 58 3 .1 5 7 3 .4

外 来 3 09 ,2 93 3 23 ,0 74 3 26 ,4 54 3 30 ,3 7 1 3 2 3 ,95 8

一 日平均外来 1 ,0 52 .0 1 ,0 95 .2 1 ,10 6 .6 1′123 .7 1 ,10 1 .9

計 5 17 ,3 14 5 39 ,4 29 5 4 1 ,7 1 0 5 43 ,2 16 5 3 3 ,25 0
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(5)伝染病患者収容状況
(単位　人)

年度

区分
5 6 7 8 9

赤 痢
患 者 2 6 8 4 10

?E 0 0 0 0 0

腸 チ フ ス
患 者 1 1 0 0 0

死 者 0 0 0 0 0

日 本 脳 炎
患 者 1 2 1 1 0

死 者 0 0 0 0 0

流 行 性 脳

脊 髄 膜 炎

患 者 0 0 0 0 0

死 者 0 0 0 0 0

パ ラチ フス
患 者 0 0 0 0 0

死 者 0 0 0 0 0

コ レ ラ
愚 老 0 3 0 0 1

w , % 0 0 0 0 0

計
患 者 4 12 9 5 .l l

死 者 0 0 0 0 0

(荏)　日本脳炎については、軽症を除く

(6)新生児未熟児医療について

本院は熊本県における新生児医療の中核となっており、現在、病床数74床の新生児医療センターでは、専従

医師7名、看護婦49名が24時間体制で、ほぼ全県域から収容される新生児未熟児の治療にあたっている。

実　　績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　人)

年 度

項 目
5 6 7 8 9

出生 児体 重 l ,500 g 未満 124 142 163 153 97

出生 児体 重 l ,500~ 2 ,500 g 234 223 242 233 255

出生児体重 2 ,500 g 以上 237 240 258 285 309

合 計 595 605 663 67 1 66 1

術 後 管 理 29 38 34 33 3 1

うち新生児専用救急車による搬送者 2 14 213 223 224 178

新生児専用救急車

装備機器等　新生児モニター、新生児レスピレーター、搬送用保育器、バッテリーバッグ、保育器移送ス

タンド、自動輸液ポンプ、カーディオテンプ、自動血圧計、医療ガス一式、無線電話装置

(7)附属診療所

芳野診療所

所在地

敷地面積

建物面積

構　~　造

診療科目

医療圏

利用状況

河内町野出1410番地

729. 50irf

381. 47nf

木造1階建

内科、外科、小児科

芳野地区670世帯　2,443人

5,905人(平成9年度)
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6　環　境　保　全

(1)概要

今日の環境問題は、水質汚濁、騒音、大気汚染といった身近な生活環境の問題からオゾン層の破壊、地球

温暖化、酸性雨、砂漠化、熱帯雨林の減少等地球規模の環境問題に至るまで複雑多様化してきている。

それは、人々の日々の営みが環境に対して過度の負担をかけていることに原因があるので、市民一人ひと

りが環境問題を自分自身のこととして考え、環境に配慮した行動をとることが不可欠である。本市において

も、これまでの施策は公害対策、線化推進など、個別に行われてきたが、このような環境問題の多様化に伴

い、新たな視点に立った総合的かつ計画的な環境行政の推進が必要となってきた。そこで、環境基本条例に

基づき、平成5年3月に環境総合計画を策定し、積極的できめ細かな施策を展開している。

このような中、行政と市民、事業者とが一体となり、それぞれの立場に立った更なる環境保全-の取り観

みを推進するために、平成7年9月25日に「環境保全都市宣言」を行った.

(2)環境基本条例の制定

昭和63年に、議会の全会一致の賛成のもと、総合的な環境行政の基本となる「熊本市環境基本条例」を全

国に先駆け制定した.現在、地下水・縁、都市景観保全などの実践条例を制定し基本条例の理念の達成に取

り阻んでいる。

(3)環境総合計画の策定

本市の良好な環境を守り、次世代へと継承していくため、本市の環境行政のマスタープランとして、平成

4年度に「環境総合計画」を策定した。本計画は、都市を環境面から幅広く総合的に捉え、 21世紀のふるさ

との望ましい環境づくりの指針となるものである。

・本計画に掲げる環境づくりの目標

①　安全で択適に過ごせる生活環境の形成

(参　生態系が息づく自然環境の形成

③　個性豊かな魅力ある歴史的文化的環境の形成

④　環境にやさしい社会システムの形成

⑤　環境-の思いやりあふれる生活様式の形成

(4)環境保全行政の推進

環境総合計画に基づき、良好な環境の維持形成を目指して、具体的な施策や事業に取り観んでいる。

ア　市民啓発事業

市民が日常生活において環境に配慮すべき事項を平成6年度に「市民環境保全行動指針」として策定し、

その周知徹底を図っている。平成6年度からは、環境保全モデル地区を指定するなど、環境に配慮した日

常生活の実践を促進している.また、平成7年度には、市民一人ひとりの立場に応じた学習機会の提供と

その充実を図るために「環境学習プラン」を策定し、 「環境学習手引書」の作成など市民への情報の提供を

行っている。また、その他、環境啓発の機会として、環境フェアの開催やク1)-ソウォーク、こども環境

探検隊などを実施している。
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イ　事業者の環境配慮促進

施策、事業を行うにあたって、環境-事前に配慮すべき事項を「環境事前配慮指針」として定め、これ

に基づき適切な指導を行っている。さらに、平成8年度には、事業者向けに環境管理・監査システムの導

入のための実用的なマニュアルとして「環境管理・監査システム熊本版ガイドライン」を策定し、平成9

年度からは、環境保全モデル事業所を指定するなど環境管理・監査システムの普及促進を図っている。

ウ　行政の率先垂範

行政自らが、その日常活動の中で環境に配慮し、市民、事業者の模範となることを目的に平成6年度に

「市役所エコ・オフィス推進委員会」を設置し、リサイクル活動や省資源、省エネルギーの徹底など具体

的活動に取り魅んでいる.

-　地球環境問題-の対応

地球環境問題の中でも、最も重要かつ日常生活に密着した問題である地球温暖化の防止に向けて、地方

からの対応を進めるため、平成7年度に「地球温暖化防止地域推進計画」を策定した。本計画において、

本市独自の具体的な二酸化炭素の削減目標を掲げ、市民、事業者、行政が一体となり、それぞれの具体的

な行動の推進を図っている。

(5)審議会

ア　公害対策審議会(昭和49年1月発足)

目　　的　市長の諮問に応じ、公害対策に関する基本的事項について調査審議する。

委　　員14人(任期2年)

開催回数1回(平成9年度)

イ　環境審議会(平成元年1月発足)

目　　的　市長の諮問に応じ、良好な環境の確保に関する基本的事項を調査審議する。

委　　員17人(任期2年)

開催回数　0回(平成9年度)

(6)環境紛争の処理

ア　環境紛争調整委員会・建築紛争専門部会

(丑　環境紛争調整委員会(昭和63年10月24日発足)

目　　的　環境基本条例に基づき、良好な環境の確保に関する紛争の処理についてあっせん又は調停にあ

たる

委　　員　5人(任期2年)

開催回数　3回(平成9年度)

(診　建築紛争専門部会(平成2年8月1日発足)

目　　的　良好な環境の確保に関する紛争の中で特に中高層建築物の建築に係わる紛争を対象として、

あっせん又は調停にあたる

委　　員　6人(任期2年)

開催回数　3回(平成9年度)
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イ　建築紛争の取り魁みの概要

中高層建築物に関する紛争処理は、建築指導課による行政指導、次に中高層建築物連絡会議(庁内関係

15課)による行政指導、さらに建築紛争専門部会によるあっせん又は調停により処理にあたる

(7)苦情処理件数

年 度

種 別
5 6 7 8 9

大 気 汚 染 16 15 28 19 35

水 質 汚 濁 24 41 31 29 22

騒 音 49 63 54 39 56

振 動 2 7 7 7 8

悪 .臭 15 30 23 22 40

そ の 他 9 3 14 7 8

計 115 159 157 123 169

(8)事前指導

公害や環境に係る苦情の未然防止対策の一環として、工場や事業場に対して、建築工事、操業あるいは

機械設置に係わる公害または環境上の問題等について、当事者の相談を受け付け、事前指導を行っている。

平成9年度指導件数　707件
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7　大　気　保　全

(1)概　　　要

熊本市は、さわやかな空気や澄みきった青い空に恵まれた、たい-ん住みよいまちである.

しかし、最近は、自動車の排ガスによる空気の汚れやダイオキシン類等の化学物質による大気汚染が新た

な問題として顕在化してきている。

このような中、本市では、市内に6箇所自動測定局を設置して大気の状況を常時監視するとともに、工場

や事業場からのはい煙を監視するため、立入調査等を実施している。

(2)大気汚染の状況

ア　環境基準の達成状況

本市の大気汚染は、概ね良好な状況であるが、浮遊粒子状物質と光化学オキシダントが環境基準を超過

している。

測 定 項 目 二 酸 化 硫 黄 二酸化 窒素 浮 遊 粒 子 状 物 質
光化 学オキ

シ ダ ン ト
一 酸 化 炭 素

環 境 基 準

1 時 間値 の 1 日平均値 が 1 時 間値 の 1 時間債 の 1 日平均値 が 1 時蘭値 が 1 時間値 の 1 日平 均値が

1.0 4脚 以下 で あ り、かつ、 1 日平 均値 l.l Omg / n fであ り、 かつ O .c 耶】以下 10I印以下 で あ り、かつ、

1 時 間 値 が0 .1耶 以下 で が0 .04脚 か 1 時間値 が l.20 mg / 逼以 で ある こと 1 時間値の 8 時間平均値

あること ら0 .06耶憎

での ゾ」 ソ

内又 はそ れ

以下 であ る

こ と

下 で あるこ と が 20脚 以下 である こと

環境基 準 との比較

短期 的評 価 長期 的評価 長期 的評価 短 期的評価 長期 的評価 短 期的評価 短 期的評価 長期 的評価

1 時 間値 の 1 日平 均値 年 間の 1 日 1 時間値 の 1 日平 均値 1 時間値が 1 時間値 の 1 日平均値

1 日平均 値 の高い方か 平均 値の 低 1 日平均 値 の高 い方か 0 .06耶以 下 1 日平均値 の高い方か

が0 .04b圃以 ら 2 % 除外 い方 か ら98 が l.l Om g/ ら 2 % 除外 であ ること が10m 以下 ら 2 % 除外

下 であ り、 値 が0.0 4耶 % 値 が0. 06 m aで あ り、 値が l.lO mg であ り、か 値 が10耶】以

かつ 、 1 時 以下 であ り、PPm以下で あ かつ、 1 時 / m 3以下で つ 、 1 時間 下 であ り、

に おける評価方法 間 値 が 0 .1 か つ、 1 日 る こと 間値が 0.20 あ り、かつ 、 値 の 8 時間 かつ、 1 日

脚 以下 であ. 平 均値 が連 mg/ m 以下 1 日平 均値 平 均値が20 平 均値が連

ること 抗 して0.04

m を超 えな

いこ と

で ある こと が連続 して

i.lOm g/ n i

を超 えない

こと

P 以下で あ

る こと

抗 して lOw m

を超 え ない

こと

年 度 7 8 9 7 8 9 7 8 9 (' 8 9 7 8 9 7 8 9 7 8 9 7 8 9

to
環
境
*
気
刺
定
局

市 役 所 局 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × X × × ○ ○ × × ×

東部保健 センタ一局 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ × × ×

古 町 中 局 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ × × ×

天 明 局 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0 × × × × ○ × × × ×

自ガ
動ス
串測
排走
出局

水 道 町 局 ○ ○ ○ a ○ ○ ○ ○ ○ × × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

神 水 本 町 局 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

(注) Oは環境基準達成、 ×は環境基準未達成
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イ　対応

①　浮遊粒子状物質については、自動車からの発生が主な原因であり、自動車交通公害防止を推進する.

②・光化学オキシダントについ7:は、自然界からのオゾン層の下降が原因で、これまで注意報の発令まで

には至っていない.今後も監視を継続する。

(3)工場、事業場の監視・指導状況

本市のばい煙発生施設を設置している工場、事業執事、平成9年度末で775件(1,278施設)あり、その約

8割が冷暖房用のボイラーである.これらの施設のうち排出量の大きい施設やばい煙による苦情が発生した

施設について、平成9年度31件の立入調査を行い、自主検査結果や使用状況、燃料調査を実施したところで

ある。

(4)自動車交通公害防止対策

熊本都市圏における自動車交通に起因する大気汚染と騒音を防止し、住民の健康で良好な生活環境の維持

・形成を図るとともに、地球温暖化の防止等に寄与することを目的として、平成10年1月に「熊本都市圏自

動車交通クy -v推進計画」を策定した。さらに、平成10年4月、本計画に基づき、同対策の積極的な推進

と進行管理を行うため、 「熊本都市圏自動車交通クリーン対策推進会議」を設置して、住民、事業者、行政が

それぞれの役割に応じた取魁みを行っている.
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8　緑　　保　　全

(1)概　　　要

健康で快適な生活環境づくりを目的とした線化運動「森の都作戦」は、市議会における「森の都宣言」 (昭和

47年10月2日)以来、着々とその成果をあげている.

すでに25年目を迎えたこの作戦は、市民の関心と理解を得て急速に進展しつつあるが、平成元年6月1日制

定した「熊本市振地の保全及び線化の推進に関する条例」、平成5年3月に策定した「熊本市線化推進基本計

画」に基づき、 21世紀における線につつまれた潤いのある郷土の姿を描きながら精力的に線化を進め、線と水

に輝く森の都の再現をめざしている。

(2)森の都イメージアップ作戦施策体系

森

　

の

　

都

　

イ

　

メ

　

1

　

%

　

ア

プ
　
作
　
戦

グ
リ
ー
ン
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
形
成

[守
現
存
す
る
線
の
保
全
と
適
正
な
活
用

特
性
を
生
か
し
た
快
適
な
線
の
創
造

線
の
文
化
の
普
及
啓
発

骨格となる線の保全

身近な緑の保全

自然とのふれあいの場の提供

拠点となる線の整備

つなぐ鼓の整備

地域の線の整備

線化意識の高揚

市民と行政が一体となり進める縁化

線の調査・研究
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自然緑地の保全推進

民有林の公有地化

環境保護地区の指定

開発行為の事前協議

存樹木・樹林の指定推進

ふるさとの森基金の充実

既存林の活用

農地の保全・有効利用

「香りの森」の整備

大規模公共施設における緑地の創出

道路線化

親水空間の創出

公園隷地

学校線地

公共施設線化

住宅地の線化

商業地の線化

工業地の線化

敷地外周部の線化

建築物線化

化スポットの演出

各種広報誌による啓発

線化行事による啓発

線化情報の提供

市民による地域縁化

市民運動範織の体系化

化推進地区の指定

に関する調査

管理技術、線化手放の研究
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(3)事業実施状況
(平成9年度)

事 . 業 名 事 業 概 P 要 備 考

公 共 樹 木 保 全 保存樹木の指定及び管理、公共樹木の育成管理
街路樹管理

( 175路線) 外

立 田 山 保 全
立田山憩の森の管理外

150 .42ha
(施肥、除草、下草刈 り等管理)

金 峰 山 管 理
「くまもと自然休養林金峰山地区保護管理協議会」に対

する経費負担

自 然 環 境 保 全
環境保護地区指定、開発行為の事前協議、ふるさとの森 環境保護地区 10カ所

基金の運用、水辺環境の保全 と整備 開発行為事前協議 113件

公

共

也

学 校 線 化 新設校 .未整備校の植栽等 龍田中学校外 25校

街 路 線 化 街路樹植栽等 花立1丁目第1号線外12路線

市 施 設 線 化 新築施設、未整備施設の植栽等 中央在宅福祉センタl外 1鵬設

花いっぱい作戦
地域 .学校 .市施設等に花苗の配布(ポーチユラカ.パン

花苗配布I 自治会等↑42万株
&

化
ジー)、花壇及びフラワーポットの設置、草花植栽管理

建 築 物 線 化 モデル施設の管理 くまもと工芸会館外

圃場 苗 木管 理 城山圃場ほか 3 カ所の苗木育成 .管理

家 庭 線 化
生垣設置奨励補助、記念樹配布、ツタ苗配布、線地協定

生垣設置奨励補助 82件

記念樹 1 ,181本

ツタ苗 11 ,807株
区域内の樹木配布

工 . 場 線 化 工場 .事業所等への樹木配布 13去所

「香 りの森 」整備 基本設計策定

「み ど りの 日」 「み どりの日」を記念 して植樹祭を実施
1,500人参加

記 念 植 樹 (会場 北部中学校外 4 カ所)

線 化 啓 発

市民運動による地域環境線化活動の促進、街路樹愛護会

線化市民運動 27カ所の育成、立田山線に親 しむつ どい .実 りの森のフエステ

バルの実施、線の募金運動の促進、生垣 コンク- ルの実 生垣コンクール応募数80件

施ほか

ふれあいの森林管理 「ふれあいの森林」の施設管理 森林学習館利用者 13,696人
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9　水　　保　　全

(1)概　　　要

本市は、昔から清例な地下水に恵まれ今日も上水道をはじめ、工業用水、都市活動用水、農業用水等種々の

用途に地下水を利用している.

しかし、都市化の進展や生活様式の多様化等に伴い、地下水を取り巻く環境は年々厳しくなっており、この

貴重な地下水を後世まで守り伝えていくために、市議会で「地下水保全都市宣言」が決議(昭和51年3月)さ

れた。また、市民生活にとってかけがえのない資源である地下水の保全を図るため「熊本市地下水保全条例」

を制定(昭和52年9月)し、さらには、県及び本市周辺15市町村との連携による広域的地下水保全対策に取り

阻み、良好な地下水の安定的確保を目指している。

また、本市は熊本平野を貫流する白川、線川の主要河川、及び坪井川、井芹川などの中小河川や江津湖、八

景水谷など水辺環境に恵まれた都市である。この水辺環境を保全創造していくため、流域住民、事業者及び行

政が一体となった取り魁みを行っている。

(2)水保全対策

節水型社会の形成

○意識の啓発

広報冊子、啓発用ビデオ、市政だより、市政広報番魁の活用はもとより、水の講演会の開催や「節水キャ

ンペーン」等の行事を通じて広く市民に水保全意識の啓発を行っている。

○節水合理化の推進

昭和63年度から28事業所を対象に第一次工業用水合理化指導を行い、平成4年度までに合理化計画の99. 1

% (節水合理化達成水量約7,300m/日)を達成している。

また、平成5年度から36事業所を対象に第二次工業用水合理化指導を行い、その結果、平成9年度までに

合理化指導水量の117.9% (節水合理化達成水量約1,155m/日)を達成している。

水質の保全

○地下水汚染対策

昭和57年度環境庁が全国的に有機塩素化合物による地下水質調査を行い、昭和58年度から市独自で地下水

汚染実態調査や追跡調査を実施してきた。

現在も引き続き地下水汚染状況の把握を行っており、水質汚濁防止法に基づく水質測定計画を基元に独自

の調査も実施している。この調査は、本市の地下水水質の概況を全般的に調査する概況調査と、同-の井戸

の水質を長期的に調査する定期モニタリング調査、及び概況調査で汚染が認められた井戸の周辺を調査する

汚染井戸周辺地区調査で構成している。

これまでの調査により、本市では15地区の汚染を把握している。これら汚染地区の地下水浄化のために、

春竹地区で平成元年度から地下水汚染物質除去実験を開始し、現在は活性炭吸着処理を実施している。高平

台地区では平成4年度から「ガス吸引処理方式」と「揚水ばっ気処理方式」の併用による本格浄化を実施し

効果を上げている。また、東野地区では平成3年度からガソリン汚染浄化対策を実施している。このほかの

汚染地区においても順次調査を実施し、浄化対策に取り虹んでいく予定である。
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○公共用水域の水質監視

水質汚濁防止法に基づく水質測定計画を県・建設省の関係機関とともに策定している。本市の河川水質は、

水域ごと及び環境基準のランクごとに地点を定めて毎月調査を行っており、次表に市本が実施した一般環境

項目の結果を示す.このほか、年に数回、有害物質の健康項目の調査を主要地点で行っている.また、白川

及び簸川において、その河口と地先の計4地点で海域の水質調査を実施している。

各河川の水質状況
(平成9年度)

調 査 項 目

p H D 0 B O D S S
水 素 イオ ン濃度 m # s

m / l

生 物 化学 的酸素

要求量 m / l

浮 慧 / 警 層

水 域 名 地 点 名 地点 の種撰 平 均 値 平 均 値 75 % 億 平 均 値

白 川 吉 原 橋 ◎ 7 .7 9 .0 4 .7 ll

加 勢 川

九 州 記 念 病 院 前 ○ 7 .2 7 .5 3 -1 2

砂 取 橋 (市 道 ) ○ 7 .3 8 ‥0 1.5 2

第 3 湖 東 橋 ○ 7 .3 7 .9 1.1 1

江 津 斉 藤 橋 ○ 7 .2 6 .5 1.2 4

秋 津 橋 ○ 7 .6 9 .2 3 .4 9

坪 井 川

大 鳥 居 前 [] 7 .8 9 .3 1 .9 2

坪 井 川合醜前 (掘 川 ) ◎ 8 .3 8 .6 9 .1 17

梶 川 合 流 前 ◎ 8 .3 9 .6 3 .1 5

打 越 橋 ○ 7 .6 6 .8 7 .4 7

行 幸 橋 ○ 7 .5 6 .1 8 .3 ll

上 代 橋 ◎ 7 .6 6 .7 5 .8 10

千 金 甲 橋 ◎ 7 .5 6 .3 6 -3 61

井 芹 川

北 迫 橋 [] 7 .6 8 .1 5 .3 9

釜 尾 橋 [] 7 .8 8 .8 2 .3 4

山 王 橋 ◎ 8 .1 10 .0 2 .8 5

段 山 橋 ○ 7 .9 9 .5 4 .3 15

尾 崎 橋 ◎ 8 .1 9 .8 4 .5 ll

天 明 新川

小 原 橋 [] 7 .4 6 .1 3 .5 2 1

俣 橋 [] 7 .5 4 .9 5 .7 16

六 双 橋 ◎ 7 .4 5 .9 5 .3 17

裏 橋 [] 7 .4 5 -8 4 .4 17

下 沖 橋 [] 7 .4 5 .8 3 .2 15

(注) 75%値とは、日間平均値を小さい順に並べ、例えばデータ数が12個あったときは9番目の値を環境基準を評価する

値として用いる。

上記地点の種棟とは、 ◎は環境基準点、 ○は補助地点、口は参考地点

酉無田橋、川尻神宮前は採水中止。庄星口橋は北迫橋に変更。

○生活排水対策

公共用水域の汚濁原因の約8割が一般家庭からの生活排水であることから、パンフレットの配布及び啓発

用ビデオの貸出などにより、身近にできる実践活動の啓発を推進している。

○特定事業場立入調査

公共用水域の汚濁及び地下水の汚染を未然に防止するため、法令に基づき届け出られた事業場を年間計画

のもと立入調査を行っている.
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(平成9年度)

届 出 事 業 場 数 排水規制事業場数 立入検査事業場数

水 質 汚 濁 防 止 法 850 126 72

熊本県地下水質保全条例 125 35 24

水量の保全

○水循環の推進

市の施設におけるトイレ等への雨水利用及び透水性舗装等の設置のほか、民間住宅への雨水浸透舛設置及

び不用浄化槽雨水貯留施設転用への補助、並びにビニール-ウス雨水浸透施設設置補助など、水資源の有効

な利活用と都市における健全な水循環の推進を図っている。

○地下水利用状況の把撞

地下水保全条例に基づき地下水の年間採取量を調査し、地下水の利用状況を抱起している。また、平成8

年度から年間採取量上位50着を節水合理化の状況等と併せて公表している。

年 度

用 途
4 5 6 7 8

上

求

道 .

用

# F * 9 5 9 4 9 4 9 4 8 6

一 日平 均 採 取 量(4 ) 243 ,0 64 2 4 2 ,7 08 24 4 ,94 2 2 4 2 ,15 7 24 5 ,85 3

年 間 採 取 量 (nfl 88 ,7 18 ,4 40 88 ,5 88 ,7 12 8 9 ,40 3 ,7 18 8 8 ,38 7 ′23 2 8 9 ,73 6 ,4 55

磨
莱

汰
産
秦
蘇
用

井 戸 本 数 (萄 1 ,5 6 4 1 ,5 6 0 1 ,55 5 1 ,53 0 1 ,4 45

- 日平 均 採 取 量 的 7 1 ,4 02 6 6 ,6 5 2 3,9 11 6 2 ,05 8 4 5 ,4 60

年 間 採 取 量 (nfl 26 ,06 1 ,7 62 2 4 ,3 2 7 ,7 3 3 2 5 ,15 2 ,52 8 2 2 ,65 1 ,27 4 16 ′59 2 ,9 36

コ二
莱
義

輿
物
義

磨
用
等

井 戸 本 数㈱ A 1 ,2 02 1 ,19 0 1 ,27 1 1 ,26 6 1 ,2 66

- 日平 均 採 敢 量 M l 73 ,4 55 6 9 ,9 9 3 6 9 ,98 7 6 6 ,08 9 6 2 ,02 1

年 間 琢 取 量 (4 ) 26 ′8 10 ,9 94 2 5 ,5 4 7 ,5 8 2 2 5 ,54 5 ,49 1 2 4 ,12 2 ,788 2 2 ,63 7 ,78 9

A
口

計

井 戸 . 本 数 (勾 2 ,8 6 1 2 ,8 4 4 2 ,92 0 2 ,8 9 0 2 ,7 97

一 日平 均 採 取 量 (4 ) 387 ,92 1 37 9 ,3 5 3 38 3 ,84 0 37 0 ,30 4 35 3 ,3 35

年 間 採 取 量 (過 14 1 ,59 1 ,19 6 13 8 ,4 6 4 ,02 7 14 0 ,10 1 ,73 7 1 35 ,16 1 ,29 4 12 8 ,96 7 ,18 0

地下水位監視体制の確立

地下水の状況や変化を把達するため観測井を設置して、地下水位を継続的に観測し、監視体制の確立を目

指している。また、日に見えない地下水の状況を市民に理解してもらうため、市庁舎前に「地下水情報板」

を設置している。

財団法人熊本地下水基金の事業推進

本市を含む16市町村における広域的な地下水保全対策を推進するため、平成3年3月26日に脚熊本地下水

基金を設立し、水源かん養林の造成・整備に関する助成及び確保並びに地下水かん養に関する助成等に取り

魁んでいる.平成8年度は、水源かん養林として阿蘇郡酉原村の山林約34haを取得した。
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1 0　ご　み　処　理

(1)概　　　要

廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、毎年処理計画を定め、全市城を対象に処理を行っている。

また、環境保全の観点から、 「ごみ減量・リサイクル」を推進するため、資源ごみ再資源化推進事業をはじ

妙、再生資源集団回収助成事業、生ごみ堆肥化容器購入費助成制度のより一層の充実を図るとともに、発電等

の余熱利用設備を備える東部環境工場を中心とした総合的な環境啓発の拠点整備の一環として、平成9年5月

に熊本市1)サイクル情報プラザをオープンした。

また、平成10年度から、リサイクルしやすい環境を整えるため、ごみ出LJレールを変更し、より一層の「ご

み減量・リサイクル」を目指している。

(2)収集及び地理量

ア　収　集　量　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　t)

区分 年度 5 6 7 8 9

直

普

北 部

クリーンセンター
35 ,119 35,174 36 ,657 37 ,484 37 ,401

西 部

クリーンセンター
44 ,648 44,817 47 ,206 47 ,970 49 ′082

東 部

ク1)ーソセンタI
41 ,887 42 ,330 44 ,276 44 ′728 45,223

蓮 台 寺

クリI ソセンター
13 ,779 ll,186 12 ,028 12 ,422 1し798

下硯川清掃詰所 2 ,925 2 ,981 3 ,401 3,684 3,801

委 託 収 集 23 ,112 25 ,503 25 ,130 25,807 29,204

許 可 業 者 8 1,101 91,177 91,968 94,378 100,229

自 己 搬 入 48 ,564 50 ,283 52 ,072 60,702 60′769

計 291,135 303,451 312 ,738 327,175 337,507

1 日 平 均 排 出 量 798 832 857 896 925

1 人1 日当たり排出量( g ) 1,265 1,305 1,318 1,376 1 ,413

イ　処　理　量
(単位　t)

年 度

区 分

5 6 7 8 9

総 量 日平均 総 量 日平均 総 量 日平均 総 量 . 日平均 総 量 日平均

焼

却

西部環境工場 137 ,643 377 137 ,9 13 378 115 ,754 3 17 118 ,40 1 325 123 ,75 1 339

東部環境工 場 100 ,079 274 113 ,8 12 3 12 149 ,650 4 10 158 ,190 433 162 ,778 446

埋 立 43 ,263 119 38 ,179 105 34 ,828 96 36 ,609 100 34 ,000 93

再 資 源 化 10 ,150 2 8 13 ,547 3 7 12 ,506 34 13 ,975 38 16 ,978 47

計 29 1,135 798 303 ,45 1 8 32 312 ,738 857 327 ,175 896 337 ,507 925

(3)廃棄物処理手数料

種 別 取 扱 区 分 単 位 金 額

廃棄物
焼却又は埋立て 1 回の持込量

200円
のみ行 うとき 20kgにつ き

※ただし、平成10年12月までは20kgにつき140円とする。
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(4)保有車両と人員
(平10. 5. 1現在)

事 業 所 名
2 七

ダ ソ プ 事
パ ッカ ー事 ロータ リー皐 ブル ドーザ ー等

灰 出

ダ ン プ 草
予 備 車 運 転 士

技 術 吏 員

作 業 員

北 部 ク)) - ソセンタ】
.上、 A .上、 A

ロ
A
■コ

台

4

人

2 5

人

3 1
ロ 【コ

2 0
口 .
5

西 部 ク.) ーソセソクー 2 8 4 2 8 3 2

東 部 ク.) I ソセソクー 2 5 4 2 5 2 9

東 部 環 境 工 場 1 3 1 . 6 3 4

西 部 環 境 工 場 2 1 3 3 6

蓮 台 寺

ク .) ー ソ セ ン タ l
1 12

莞 聖 イ 壷 1

悪 空 墓 ご 毒 2
2 15 1 6

扇 田 環 境 セ ン タ ー

プル ドl ザ ー 3

コンパ クター 1
ゴム クローラ 1

シ ョベ ル 1

散 水 車 1

3 .5 t ダ ソ プ 1

4 5

北 部 総 合 支 所 4 3 2

(注)　管理職、事務職は含まない

( 5)資源物等再資源化推進事業

目　　　　的　市民の自主的な有価物回収運動を促進し、さらに資源物等の再資源化を環極的に推進する

ことにより、省資源対策をふまえたごみの減量、埋立地の延命、市民のリサイクル意識の

-　向上を期する

収集回数　「資源物」収集日、毎月2回　「紙」収集日、毎週水曜日

住民搬出方法　透明ごみ袋に入れ、収集日の朝午前8時30分までに、町内の不燃物集横場へ搬出する

収集品　目　撃ピソ、空カソ、古新聞、古雑誌、ダンボ-ル、古着など

(単位　t)

区分 年度 5 6 7 8 9

収 集 量 14 ,38 4 17 ,4 75 16 ,73 0 17 ,3 62 2 0 ,96 6

再 資 源 化 量 10 ,15 0 13 ,5 47 12 ,47 7 13 ,2 21 16 ,15 2

委 託 ▼ 料 (千 円) 13 8 ,00 9 18 4 ,4 18 20 9 ,0 60 2 02 ,9 13 2 19 ,03 0

(注) 1.　委託料は、回収経費と選別経費の合算額から売却代金を差し引いた額を基礎として算定
した額
2.　収集量一再資源化量-選別残漆

(6)リサイクルの推進

今日の大量生産、大量消費、大量廃棄の社会システムを見直し、資源の再使用・再利用を進め、新たな資源

の投入をできるだけ抑えるようなリサイクル社会を形成することが必要である。

ア　再生資源集団回収助成事業

再生資源の活動を活性化するため、自治会、子供会などの住民団体に対して、回収した再生資源の量に応

じて1kgあたり4円～6円の助成を行っている。

(平成9年実績)

登録団体　　　　　　630団体

助成総額　　　　21 ,024千円
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イ　生ごみ堆肥化容器購入費助成

生ごみの減量化と再資源化を促進するため、生ごみ堆肥化容器購入者に対して、購入代金の1 / 2で3,000

円/基を上限として、 1世帯2基まで助成。

(平成9年度実蹟)

助成対象件数　　　　1 , 067件

助成対象基数　　　　1 , 602基

助成総額　　　　　　2 , 673千円

り　リサイクル啓発施設

・)サイクルに関する情報や.)サイクル活動の拠点を提供すること等によりリサイクルやごみ減量化を推進

することを目的として、平成9年5月30日に熊本市リサイクル情報プラザを設置した。

熊本市リサイクル情報プラザ(エコー)

所 在 -也 戸島町2570番地 (東部環境工場内)

建 築 画 賛 545iri

延 床 面 積 l ,175ni

構 造 R C 造 2 F (旧東部環境工場管理棟を再利用)

内 容

. リサイクル展示 ( リサイクルの現状や熊本市のごみ問題な どを紹介)

. 不用品の展示、提供

. リサイクル体験 (紙すき、廃油石けん、ポカシ)

. リサイクル講座の開催

. 図書 . 資料室

. リサイクル情報掲示

. 生 ごみの堆肥化、木 くずの木炭化実験プラ.ソ ト

(7)焼却施設

都市ごみの量は、ライフスタイルの変化等とともに今後も増加が見込まれるなカナ、可燃ごみの全量焼却体制

を維持するため平成2年12月に建設に着手した東部環境工場(600t,日)が平成6年3月に完成し、 1日の焼

却能力は西部環境工場と合わせて1,050七/日となるなど施設の充実を図っている。

また、東部環境工場は西部環境工場と同じく、ごみ焼却余熱を利用し発電を行う施設で、両工場合わせて1

3,500kwの発電能力を持つ発電所として場内及び関連施設の電力の供給を行っている.

さらに、余熱を利用して健康増進施設「三山荘」、隣接園芸施設-の温水供給なども行っている。

また、西部環境工場では、施設の老朽化に伴う基幹的整備事業を平成9年度から実施しており、平成11年度

には整備が完了する予定である。
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ア　施設の状況

名 称

区 分
東 部 環 境 工 場 西 部 環 境 工 場

所 在 地 戸 島町257 0番地 城 山薬師町363番地

敷 地 両 横 80 ,61 6 ir王(工場 敷地約18 ,0 00 n至) 30 ,8 43 n壬

建 設 年 月 平 2 . 12 平 6 . 3 昭5 8 . 3 昭6 1 . 3

建 設 費 22 ,50 0 ,00 0千 円 9 ,203 ,2 72子 円

延 床 面 積 24 ,01 0 nf (管理棟 を含む) 14 ,4 77 n ? (管理棟 を含む)

焼 却 処 理 能 力 600 七/ 24時間 (30 0 七× 2 基 ) 450 t / 2 4時間 (2 25 t × 2 基)

破 砕 処 理 能 力 30 t . 時間 5 0 t / 5 時 間

イ　余魚利用

①東部環境工場

目　　　的`

発電施設

(健康増進施設)

名　　　称

所　在　地

経営主体

開設年月日

構　　　造

敷地面積

建物面積

s w>　サ

定　　　員

使　用　料

②西部環境工場

目　　　的

発一心設ini

東部環境工場の余熱を利用して隣接する浴室のある健康増進施設で地元住民をはじめ広く

市民の健康保持と福祉の増進を資すると共に、この余熱を利用して発電を行い場内及び隣

接施設の電力を賄っている

抽気復水蒸気タービン、発電機定格出力10,500kw

三山荘

戸島町2573番地

熊本市(管理運営は戸島地域環境保全協議会に委託)

平成2年10月16日

鉄筋コンクリート+鉄骨造、和風瓦葺平家建

6,769n壬

992.63id (浴室、大広間、トレーニング室、和室(茶室含む)、'会議室、

リラックスルーム)

391,200千円

大広間80人、浴室　男子・女子用各30人、会議室30人、和室(茶室含む) 20人

大人(高校生以上) 300円　ただし、地元町内会に所属している者は無料

小人(中学生以下)無料

西部環境工場の余熱を利用して発電を行い、工場内の電力を賄う。また一部で-ウス園芸

施設-の温水を供給する

復水式蒸気タービン、発電機定格出力3,000kw
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(-ウス園芸施設への温水供給)

利　用　者

施設面横

加温方式

栽培品目

温室内容

(8)埋立処分地

i^^Mfi

所　在　地

敷地面積

埋立面積

埋立容量

処分開始

工事期間

西部環境工場温水利用温室魁合、小島上町花き団地

(農地両横)　約19,000rd

温水フィンチューブ方式(60℃～80℃)

ピーマン、花き類

アクリル温室、ガラス温室

扇田環境センター

扇田環境センターは昭和59年に供用を開始し、埋立区画を5区画に分割し、進捗状況に

合わせて、埋立区画内に汚水の地下浸透防止のための遮水シート設備、好気性化によるご

みの分解促進を図るガス抜き設備等の工事を行い、コンパクタ一等による破砕、転圧後、

覆土による即日セルとサソドイッチを併用した埋立工法により、埋立地の安定化、周辺環

境に配慮した埋立を実施している。

また、浸出汚水は排水処理施設により高度処理を行っている。

貢町1567番地

124,660rd

91,600汀至

1,580,000m

昭和59年5月

昭和57年2月～昭和59年3月
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1 1　し・尿　処　理

(1)概　　　要

本市のし尿収集(便槽くみ取りと浄化槽清掃)は全市域を小学校区毎に地区指定し、全て許可業者(6社1

協業観合、車両47台)が行っている.便槽は各戸毎に月1回以上くみ取りしており、浄化槽は月1回の保守点

検と年1回以上の清掃を行うよう指導している。 frお、下水道整備により影響を受けるし尿処理業者に対して、

平成10年度から5カ年間にわたる第一次合理化事業をスタートさせた。

一方、公共用水域保全の一環として公共下水道全体計画区域外における小型合併処理浄化槽設置者に対して

補助金を交付し普及促進を図っている.

収集したくみ取りし尿と浄化槽汚泥は秋津浄化センターと中部浄化センターで適正に処理をしている。

(2)処理対象人口と収集量

区 年 度 5 6 7 8 9

総 人 口 63 9 ,6 99 64 2 ,84 7 6 46 ,5 13 65 4 ,16 1 65 6 ,73 4

内

釈

水 洗 化
公 共 下 水 道 40 4 ,1 04 42 2 ,62 4 43 7 ,5 90 45 0 ,37 0 46 2 ,38 0

浄 化 槽 16 7 ,08 7 16 1 ,54 3 1 60 ,2 36 16 0 ,56 5 15 6 ,90 8

く み 取 り l 6 7 ,7 6 1 5 8 ,08 2 48 ,2 09 4 2 ,8 4 3 3 7 ,14 0

自 家 処 理 7 47 59 8 4 78 38 3 30 6

収

集

且
且

く み 取 り し 尿 収 集 量 a n 5 0 ,60 3 .6 4 3 ,67 9 .4 42 ,3 23 .3 3 8 ,98 5 .0 3 6 ,4 69 .6

浄 化 槽 汚 泥 収 集 量 (U ) 7 7 ,08 3 .9 7 3 ,12 6 .1 69 ,129 .0 6 9 ,03 3 .6 6 6 ,6 30 .4

収 集 量 合 計 (K 」) 12 7 ,68 7 .5 1 16 ,80 5 .5 111 ,4 52 .3 10 8 ,0 18 .6 10 3 , 100 .0

(3)収集と処理
(単位　Kゼ)

区 5 6 7 8 9

収 集 12 7 ,68 7 .5 1 16 ,80 5 .5 1 11 ,4 52 .3 108 ,0 18 .6 10 3 ,100 .0

処

理

秋 津浄 化 セ ンター 8 0 ,02 9 .1 68 ′39 6 .9 63 ,9 85 .9 6 1 ,45 6 .4 56 ,4 70 .0

中 部浄 化 セ ンター 4 7 ,65 8 .4 48 ,40 8 .6 4 7 ,4 66 ,4 46 ,56 2 .2 46 ,6 30 .0

計 12 7 ,68 7 .5 1 16 ,80 5 .5 1 11 ,4 52 .3 108 ,0 18 .6 103 ,100 .0

(4)料　　　金

人頭制料金　月1回収集のとき一一1人につき350円(消費税別)

人頭制加算料金　月2回以上のときで月1回分に加算---1人1・回につき175円(　〝　)

従量制料.金　簡易水洗便槽や事業所便槽のとき一一1」2につき8円( 1′　)

仮設トイレ料金　収集車派遣1回につき　　・2,000円( I/ )

加算料金　1」につき8円( /′　)

(5)終未処理施設

名称

区分
秋 津 浄 化 セ ン タ ー 中部浄化センター (し尿処理関係)

所 在 地 秋津 3 丁 目17番 1 号 蓮台寺 5 丁 目7 番 2 号

敷 地 面 .積 26 ,057n i 93 ,900 n?

建 物 面 積 9 ,315 ir子 19 ,000 n?

処 理能 力 人 口 175 ,000人 150 ,000人

処 理 能 力 210K 4 / 日 180 K 」/ 日

建 設 年 月

1期 昭37 . 12 39 . 12 1期 昭33 . 6 34 . 10

2期 昭43 . 12 ′ 45 . 3

3期 昭53 . 1 54 . 3

2 期 昭37 . 12 39 . 3

建 l設 費 1 ,197 ,55 1千 円 163 ,700千 円

方 式
①嫌気性消化 .活性汚泥処理後下水道圧送 (16 0K .fi′ロ

処理系 ) ②標準脱窒素処理(50K B./ 日) して河川放流
前処理後、下水処理
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( 6)浄化槽の設置基数累計
(単位基)

人 槽

型 式
5 ~ 10 l l~ 2 0 2 1~ 50 51′4 00 10 1~ 20 0 20 1以上 計

早

敬

槽

腐 敗 型 4 ,8 42 3 48 27 9 4 4 16 9 5 ,5 38

全 ば つ 気 型 3 ,123 1 49 173 37 3 0 3 ,485

分 離 ば つ 気 塾 7 ,3 27 2 79 3 77 57 2 0 8 ,042

接 触 ば つ 気 型 13 ,9 16 9 39 1 ,2 40 39 8 3 16 ,145

計 29 ,2 08 1 ,7 15 2 ,0 69 1 77 29 12 33 ,2 10

合 併 槽 1 ,436 19 32 80 89 16 9 1 ,82 5

合 計 30 ,644 1 ,7 3 4 2 ,10 1 2 57 118 18 1 3 5 ,03 5

( 7 )小型合併処理浄化槽設置事業補助金

年 度

区 分
5 6 7 8 9

補 助 対 象 基 数 (塞 ) 14 9 178 23 3 18 9 149

補 助 対 象 人 槽 (人 ) 1 ,20 0 1 ,408 1 ,90 1 1 ,5 27 1 ,128

補 助 金 の 額 (千 円 ) 7 2 ,00 0 119 ,79 8 18 4 ,97 2 137 ,3 50 99 ,985

(8)美粧化公衆トイレの維持管理

周辺景観にマッチした明るくさわやかな公衆トイレづくりを目指して、昭和63年度から美粧化公衆トイレの

整備を進め、利用する市民の好評を得ているところである。美粧化トイレの建設は各所管課が担当し、維持管

理は16カ所を一元化して浄化対策課が行っている。

名 称 所 在 地 & x * n 所 管

本 妙 寺 手 洗 所 花園 .4 丁 目14 - 1地先 (本妙寺駐車場横 ) 平元 . 3 観 光 課

高 寛 門 手 洗 所 新町 4 丁 目9⊥1 (高度 門踏 切横) 平元 . 3 浄 化 対 策 課

上 江 津 湖 畔 ト イ レ 神水本町 16ー11 (江津湖 ) 平元 . 3 公 園 管 理 課

】 夜 塘 手 洗 所 子飼本町 2-8 (一夜 療公園 内) 乎元 . 3 ′′

武 蔵 塚 手 洗 所 龍 田町 弓削 123 2 (武蔵塚公 園内) 平元 . 9 ′′

花 畑 パ ー ク トイ レ 花畑町 6 (花畑公 園内) 平元 . 10 ′′

立 田山配水池前手洗所 黒髪 4 丁 目7 42 (水道局配水池前 ) 平 2 . 3 浄 化 対 策 課

林 霧 庵 黒髪 4 丁 目6 10 (.立 田自然公園 . 泰勝寺跡 ) 平 2 . 3 公 園 管 理 課

八 景水谷 パー ク トイ レ 八 景水谷 1 丁 目 7 (八景水谷公 園内) 平 3 . 3 ′′

白 川 パ ー ク トイ レ 草葉 町 5一1 (白川公園 内) 平 3 . 3 体育施設管理事務所

岩 戸 の 里 公 園 手 洗 所 松尾 町平 山 415 - 28 (岩戸 の里公園駐車場 ) 平 3 . 3 熊 本 県

学 園 通 り ト イ レ 大江 3 丁 目 (渡鹿交差 点横) 平 5 . 3 浄 化 対 策 課

辛 島 パ ー ク トイ レ 宇島町 1 (宇島公園 内) 平 5 . 9 公 園 管 理 課

古 城 堀 端 手 洗 所 古城町 (古城瀬 端公園 内) 平 5 . 9 ′′

金峰山さるすべり公衆 トイレ 河 内町岳 平 6 . 3 観 光 課

金 峰 山 頂 上 ト イ レ 河 内町岳 18 8 1 平 8 . 10 熊 本 県
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1 2　環境総合研究所

(1)概　　　要

昭和47年2月、公害その他衛生上の試験検査を行う目的で、熊本保健所内に衛生試験所として発足した。

昭和56年1月、社会情勢の変化に伴う衛生上の試験検査、調査研究の高度・複雑化に対応するため、独立し

た施設を建設、従来の環境科学部門に係る試験検査体制の充実をはかるとともに、新たに衛生化学部門、細

菌微生物部門を増設し、保健衛生研究所と名称を改め総合試験研究施設として発足した。平成7年4月1日、

機構改革により地下水、企画情報部門を増設して観織名を環境総合研究所と改め、同年6月研究機能と学習

機能が一体となった新しい形態の総合研究施設として建設された環境総合センターに移転した。

所在地　　画図町大字所島404番地1

構　　造　　鉄筋コンクリート3階建

敷地面積　　7 , 033nf

建物面積　　本体3 , 999n?

竣　　工　　平成7年5月29日

建設費　　2,655,830千円

機　　構　　環境保全局環境総合研究所

人　　員　　24人

業務内容　　環境基本法、食品衛生法、環境衛生関係法等に基づく理化学試験、細菌徴生物学的検査および

調査研究並びに環境総合センターの管理を行っている。

(2)業務実績

環境科学関係業務

年度

調査 区分

7 8 9
備 考

検体数 項 目数 検体数 項 目数 検体数 項 目数

行

政

読

敬

大

気

拷

染

降 下 ば い じ ん 3 9 35 1 48 432 - -

有害大気汚染物質
- - - - 3 6 108 ベ ンゼ ン、 アルデ ヒ ド、金属等

大 気 汚 染 物 質 486 486 6 23 880 188 188 窒 素酸化物等

そ の 他 194 1 ,563 8 7 806 16 208 酸性 雨調査等

小 計 7 19 2 ,400 758 2 ,118 24 0 504

水

質

拷

潤

河川水
】般項 目 457 2 ,930 46 3 2 ,975 40 6 2 ,492 p H 、 B O D 等

健康項 目 83 50 1 77 487 87 568 水 銀、鉛、 シアン等

工場 . 事業所排水 10 1 482 134 645 84 485 B O D 、水銀、鉛等

そ の . 他 156 160 178 236 24 9 682 海 水等

示 計 797 4 ,073 85 2 4 ,343 82 6 4 ,227

悪 臭 物 質 9 33 18 121 16 126 ア ンモニ ア、硫化物

廃 棄 物 関 係 126 621 45 578 48 679 廃 棄物埋立地関係

精 度 管 .哩 2 ll 2 8 3 7

そ の 他 172 1 ,004 172 911 167 837 江津 湖総 合調査等

合 計 1,825 8 ,142 1,847 8 ,079 1 ,30 0 6 ,380
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地下水関係業務

年 度

調査区分

7 8 9

検 体 数 項 目 数 検 体 数 項 目 数 検 体 数 項 目 数

行

政

読

験

定 点 監 視 調 査 75 2 ,494 119 4 ,606 136 5,071

汚 染 監 視 調 査 54 432 21 168 21 168

浄 化 促 進 事 業 - - - - 170 1,762

そ の 他 349 5 ,552 143 7 ,829 174 2,720

小 計 478 8 ,478 283 12 ,603 501 9,721

一般依頼 有機塩素系化合物 2 2 5 7 1 1

合 計 480 8 ,480 288 12,610 502 9,722

衛生化学関係業務

年 度

検査 区分

7 8 9

検 体 数 項 目 数 検 体 数 項 目 数 検 錘 数 項 目 数

行

政

読

験

食 品 試 験 435 1,39 5 38 7 3 ,37 3 3 6 1 2 ,5 4 7

飲料水、浴場水等の水質試輸 619 3 ,810 93 5 5 ,7 12 7 66 4 ,17 1

容器包装、おもちゃ等の試故 6 24 9 13 8 12

家 庭 用 品 試 験 16 16 49 49 5 0 5 0

小 計 1 ,076 5 ,2 45 1 ,38 0 9 ,1 47 1 ,18 5 6 ,7 8 0

一般依頼 飲 料 水 等 の 水 質 試 験 3 ,248 27 ,88 4 3 ,68 8 3 2 ,0 75 3 ,22 5 2 7 ,8 3 7

合 計 4 ,324 33 ,129 5 ,0 68 4 1 ,2 22 4 ,4 10 3 4 ,6 17

徽生物関係業務

年 寧

検 査 区 分

7 8 9

検 体 数 項 目 数 検 体 数 項 目 数 検 体 数 項 目 数

行

政

読

験

食 品 1 ,59 9 5 ,998 2 ,937 1 3 ,0 3 9 1 ,7 13 5 ,6 1 1

環 境 (河 川 . プ ール ) 937 1 ,4 10 1 ,322 2 ,2 0 3 1 ,08 5 1 ,6 05

食 中毒 (倭 .吐物な ど) 3 15 3 ,4 13 79 2 8 ,38 9 1 ,2 78 7 ,1 53

小 計 2 ,85 1 10 ,8 2 1 5 ,05 1 2 3 ,63 1 4 ,0 76 14 ,3 6 9

一 般 依 頼

飲 料 水 等 3 ,28 7 6 ,57 4 3 ,82 2 7 ,64 2 3 ,2 73 6 ,5 4 3

食 品 等 3 9 6 6 ll 2 2 0 0

小 計 3 ,32 6 6 ,64 0 3 ,83 3 7 ,6 64 3 ,2 73 6 ,5 4 3

合 計 6′17 7 17 ,46 1 8 ,88 4 3 1 ,2 95 7 ,3 49 20 ′9 1 2

(3)自主事業

事 業 名 内 容 期 日 参加人数

夏休み子ども科学教室 地球環境問題の学習、.ろ過実験など5種類の学習内容
夏休み期間中

29 日間
744人

科 学 体 感 フ ェ ア
地下水成分、水質汚濁、食品添加物、微生物等の試験

9 月21日 189人
.検査の体験学習

環境問題を考える集い
星子邦子氏による環境問題についての講演とグループ 平成10年

41人
討議 2 月27日

春 休 み 科 学 教 室 地球環境問題の学習、水質分析体験
平成10年
1 3 月26~ 27日 21人
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